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第４３回平成２４年３月与謝野町議会定例会会議録（第５号）

招集年月日 平成２４年３月１３日

開閉会日時 午前９時３０分 開会 ～ 午後４時３９分 延会

招集の場所 与謝野町議会会議場

１．出席議員

１番 野 村 生 八 １０番 山 添 藤 真

２番 和 田 裕 之 １１番 小 林 庸 夫

３番 有 吉 正 １２番 多 田 正 成

４番 杉 上 忠 義 １３番 赤 松 孝 一

５番 塩 見 晋 １４番 糸 井 滿 雄

６番 宮 﨑 有 平 １５番 勢 旗 毅

７番 伊 藤 幸 男 １６番 今 田 博 文

８番 浪 江 郁 雄 １７番 谷 口 忠 弘

９番 家 城 功 １８番 井 田 義 之

２．欠席議員（なし）

３．職務のため議場に出席した者

議会事務局長 秋山 誠 書 記 土田 安子

４．地方自治法第１２１条の規定により、説明のため出席した者

町 長 太田 貴美 代表監査委員 足立 正人

副 町 長 堀口 卓也 教 育 長 垣中 均

企画財政課長 浪江 学 教育委員長 白杉 直久

総 務 課 長 奥野 稔 商工観光課長 太田 明

岩滝地域振興課長 中上 敏朗 農 林 課 長 永島 洋視

野田川地域振興課長 小池 信助 教育推進課長 土田 清司

加悦地域振興課長 森岡 克成 教 育 次 長 和田 茂

税 務 課 長 植田 弘志 下水道課長 西村 良久

住民環境課長 朝倉 進 水 道 課 長 吉田 達雄

会 計 室 長 飯澤嘉代子 保 健 課 長 泉谷 貞行

建 設 課 長 西原 正樹 福 祉 課 長 佐賀 義之
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５．議事日程

日程第 １ 議案第１８号 与謝野町税条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ２ 議案第１９号 与謝野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ３ 議案第２０号 与謝野町介護保険条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ４ 議案第２１号 与謝野町国民健康保険税条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ５ 議案第２２号 与謝野町営住宅条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ６ 議案第２３号 与謝野町中小企業振興基本条例の制定について

（質疑～表決）

日程第 ７ 議案第２４号 与謝野町産業振興事業貸付基金条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ８ 議案第２５号 与謝野町立公民館条例の一部改正について

（質疑～表決）

日程第 ９ 議案第２６号 与謝野町宮津市中学校組合と与謝野町との間の

学校給食に係る事務の委託について

（質疑～表決）

日程第１０ 議案第２７号 町道路線の廃止について

（質疑～表決）

日程第１１ 議案第２８号 町道路線の認定について

（質疑～表決）
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６．議事の経過

（開会 午前 ９時３０分）

議 長（井田義之） 皆さん、おはようございます。

きのうは木﨑選手のうれしい知らせが与謝野町じゅうを駆けめぐりました。私も大変喜んでい

るところでありますけれども、彼女は国際試合２回目ということになります。ユニバーシアード

でも銀メダルということで、国旗を持ってグラウンドの中を走ってくれました。今回も日本の木

﨑良子でなく世界のＲＹＯＵＫＯ ＫＩＺＡＫＩになってくれることを大いに期待したいなとい

うふうに思っております。

そんな中ではありますけれども、けさはまた、目をさますと全体が白くなっておりましたが、

きょうから我が議会も条例、補正予算についての審議をお世話になります。

ただいまの出席議員は１８人であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会議

を開きます。

会議に先立ち太田町長から発言の申し出がありますので、これをお受けいたします。

太田町長。

町 長（太田貴美） おはようございます。

今、議長からもご報告がございましたように、本当にうれしい木﨑さんのロンドン五輪の出場

ということが決まりまして、与謝野町じゅう、本当にうれしい限りです。今後も頑張っていただ

きますように、我々町民も一丸となって応援がしていきたいというふうに思っております。

きょうは先日、３月１１日に開催いたしました防災訓練の報告をさせていただきたいというふ

うに思います。今回は大体、震度６弱の地震による、また、津波が与謝野町にということで、

５メートルの津波が来たという想定のもとに訓練をさせていただきました。今回、そうした形で

は初めてでございまして、町民の皆さんにも、いろいろとご協力をいただきました。数値として

は町民の皆さんが９，８９２人、そして、消防団が１８９人、町職員が２４４人、その他協力機

関といたしまして５６人、今回は自衛隊をはじめ宮津与謝消防組合、そして、宮津警察、京都府

の丹後保健所、また、関西電力、そして、ＮＴＴ、各町内のアマチュア無線協議会の協力等を得

まして、その方々、合わせますと５６名、合計１万３８１人という大変大勢の皆さんのご参加を

いただきました。

今回、こうした訓練は初めてですけれども、今後におきましても、こうした訓練の積み重ねが

非常に大事ではないかというふうに痛感したところでございます。

以上、皆さんのご協力をいただき、防災訓練が無事に終えられましたことに感謝いたしまして、

ご報告といたします。ありがとうございました。

議 長（井田義之） 本日の会議はお手元に配付しております議事日程に従い進めます。

日程第１ 議案第１８号 与謝野町税条例の一部改正についてを議題とします。

本案については、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

５番、塩見議員。

５ 番（塩見 晋） おはようございます。

議案第１８号 与謝野町税条例の一部改正について、１点のみですが、お尋ねしたいと思いま
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す。これはたばこ税の引き上げと、それから防災の財源確保のための個人住民税の均等割の税率

の変更というふうに提案説明で聞きました。その中で２番目の防災の財源のための税率の変更と

いうことでしたが、この点について、もう少し詳しくご説明をお願いしたいと思います。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 皆さん、おはようございます。

塩見議員の防災のための均等割の５００円の引き上げの、もう少しの説明ということでござい

ます。今回、地方税法等の改正がされておりますけれども、それに関連して税条例のほうを一部

改正させていただいております。まず、地方税法の改正の目的というところでございますけれど

も、今回、東日本大震災の被災者の方の復旧、復興を支援するということで国を挙げて支援をす

るということとなっております。

それから、各地方自治体、本町も、その一つでございますけれども、それぞれの地域の防災、

または、減災の備えをみずから行うということという目的で今回、税法等のほうが改正されてお

ります。今回、その後段の部分で、それぞれの地域の防災、減災の備えをみずから行うというこ

とで均等割、町民税の均等割を５００円アップをお願いするというものでございます。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 防災、減災のために、その財源確保ということのようですが、これが実際に徴収

されるのは平成２６年度からというふうに書いてあったと思うんですが、かなり実際の徴収は先

になるんですが、なぜ今、この条例を提案されるのか、そのことについてはいかがでしょうか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 今回の条例の改正が、なぜ２６年度からかということでございます。今、２３年

度、４月から２４年度ということで４月からということになりますと、一つはコンピューターの

システム等の関係もございます。それと住民の皆様方への周知もすぐにということではなかなか

できないと思いますので、その辺から国のほうの、地方税のほうの改正が２６年度からというふ

うになっているというふうに認識しております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） システム改修のために多くの時間が要るというふうに今、聞こえたんですが、シ

ステムそのものは、そんなにかからないとは思うんですが、私は勘ぐるのに今、決めておいて、

もう忘れたころに徴収が始まるなというふうな感じがせんでもないんですけども、それはさてお

きまして、これで、そうすると２６年度から、どのぐらいの、与謝野町は防災、減災の財源が入

ってくるのかという分についてお尋ねいたします。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） ご質問が、５００円上げさせていただいて、どれぐらいな増収になるかというこ

とでございます。２４年度の当初予算で見積もらせていただいておりまして、２４年度の当初予

算の住民税の均等割を１万１４３人ということで今、予想しております。これに５００円という

ことで、年間にいたしますと５７１万円程度増収になるのではないかと、課税ベースで思ってお

ります。これを１０年間ということなんで５，７１０万円、約５，０００万円程度増収になるの

ではないかというふうに見積もっております。

議 長（井田義之） 塩見議員。
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５ 番（塩見 晋） ということは１０年トータルで５，７１０万円ですか、これは、いわゆる防災と

か減災の目的にしか使えないという限定された、きちんと限定された財源で、もうそれにしか使

えないと、使われないと、こういうことで、こういう理解でよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） すみません。ちょっと私のほうが、先ほど金額を間違えて申し上げたのかもわか

りませんですけれども、５，０７１万円ということでございます。

それと財源の充当の話かと思いますけれども、これ町民税といいましょうか、住民税なんで一

般財源ということです。それを国庫とか府とかの財源のように特別に充当するという考えは持っ

ておりません。一般財源なんで、増税させていただいたのも、あくまで一般財源ということでご

ざいます。ただ、目的として、先ほど言いましたよう防災とか減災に使う目的を持って今回、

５００円アップさせていただきたいというふうなことでございます。

すみません。金額的にもう一度、言い直させていただきます。年間の増税額が５０７万

１，０００円で、それの１０倍で５，０７１万円というふうに見込んでおります。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 一般財源になるということで、非常に防災については今、大事なことなんで、と

てもそれだけの金額で足りるとは思いませんが、大いに、この部分で、いろんな施設とか、施設

整備とか、防災に関することをやってほしいんですが、この金額を、先ほど１０年間で

５，０７１万円ですか、有効に、この防災に使えるようにしっかりやっていただきたい。いろん

な施策をやっていただきたいと、こういうふうに思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。

質問を終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１５番、勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、ただいま塩見議員に少し関連して、ちょっとお伺いするんですけれど

も、この２５年１月から、当初は２４年１月からだったわけですが、この退職所得の関係ですね、

この関係では総額として、どのぐらいほど課長、見込んでいらっしゃいますか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 勢旗議員のご質問は、退職所得の１０％の廃止というところの額ということでお

答えさせていただきたいというふうに思います。廃止の影響額につきましては、２２年度の決算

から見込んでおります。２２年度の決算の退職所得の税額からいきますと約９０万１，０００円

の退職所得の影響額が出るというふうに見込んでおります。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、今回の改正とはちょっと外れるんですが、今年から影響のある分につ

いて、少しお伺いをしたいんですけれども、いわゆる２４年度から個人住民税について、昨年の

段階で扶養控除の、扶養親族の見直しが行われましたね。したがって、国税については２３年度

からスタートしておるわけですが、２４年度からは年少扶養控除、これが廃止をされました。子

ども手当の関係で。それから特定扶養親族ですね、この関係が、４５万円の控除であったものが

３３万円と、これ１２万円、これが減ったわけですが、２４年度に、この夫婦と子供が１人ある

世帯、１６歳未満で、この家庭では、どのくらいほど税額がふえることになりますか。
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議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 勢旗議員のご質問にお答えしたいと思いますが、今回、年少扶養控除とかの廃止

がされております。これにつきまして住民税のほうで試算をしておりません。申しわけありませ

んけど、お願いします。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、この寄附金控除の関係ですね、これにつきましても、いわゆる２４年

度から適用下限額というのが５，０００円から２，０００円になったわけですが、これのＰＲは

少し、私はできていないんではないかなと思いますけど、その辺は課長、どう思われますか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 勢旗議員のご質問の寄附金控除の拡大ということのＰＲ、確かに町のほうからは、

なかなかＰＲができていないというふうな認識を持っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員にお願いいたします。議案と、あまり外れた内容にならないようにお願

いをいたします。

勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） ２４年度から実際するわけですね。ただいま塩見議員が言いましたように、今の

を決めて２６年度からスタートをする、ことしはどうかということをちょっとお尋ねしましたん

で、よろしくお願いします。

それでは、たばこ消費税について１点、お尋ねをしたいと思うんですが、いわゆる今度は法人

税の実効税率の関係で府県の部分が移譲されるということになるんですが、２４年度当初予算を

みますと５６０万円、４．４８％ふえておりますけれども、これが即、この影響だというふうに

理解したらよろしいか、課長のほうでは、どういう試算をされておりますか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 町たばこ税のご質問のほうでございます。今回、２４年度の予算のほうの増額に

ついては、今回の改正とは別の要因でございます。それで今回、提案させていただいていますた

ばこ税率の改正でございますけれども、今回、本町でいいますと京都府と町の税源のやりとりと

いうことで納税者、たばこを吸われる方の負担につきましてはプラス・マイナス・ゼロというこ

とになります。それで今回、この税条例をお認めいただきましたら影響額としては１，８００万

円程度、町のほうがふえて、京都府のほうが、その分減るという格好になるかというふうに試算

をしております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、最後にもう１点だけお尋ねをしておきたいと思っています。年末だと

思うんですが、国の税制改正大綱で、いわゆる固定資産税の負担調整、これが２４年で終わる部

分があったのが、３年延長されたと、こういうふうに報じられておりまして、住宅用地の特例も

継続をするんだということで、２６年に廃止ということが、そういう概要で報じられておりまし

たけれども、このことについてお聞きになっていることがあったら教えてください。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） ご質問のほうが２４年度の税制改正大綱ということで、詳細なところはまだ、吟

味しておりません。今、衆議院のほうが通過したという情報は一昨日ぐらいにいただいておりま
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すけれども、中身のほうはまだ、お答えできるようなことがございませんので、申しわけござい

ません。

１ ５ 番（勢旗 毅） はい、終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

７番、伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） それでは、議案第１８号の町税条例の改正ということで質問をしたいと思います。

今回の改正については、ご存じのように東日本大震災の復興財源のための税負担ということで、

新たな税が、住民税も含めて、課せられるということなんですが、大きなフレーム、枠組みはど

うなっているかという点を簡単で結構ですから、課長から説明願いたいと思います。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 伊藤議員のご質問にお答えしたいというふうに思います。今回の東日本の復興、

復旧の支援に関して大きな枠組みということでございます。今回でいきますと国税のほうでは復

興特別法人税ということで８，０００億円、年間で、３年間が、まず一つ。

それから、復興特別所得税ということで３，０００億円で、これは２５年間ということになっ

ております。国税のほうでいきますと、このトータルのフレームでいきますと９兆７，０００億

円程度ということになっております。もう一つが地方税ということになっております。地方税に

つきましては、復旧、復興事業１９億円程度のうち地方の負担分ということで８，０００億円程

度か推計されております。その中で８，０００億円の内訳でございますけれども、今回の個人住

民税の均等割の引き上げということで６，０００億円、それから、先ほど勢旗議員の質問でもご

ざいましたけれども、退職所得の１０％の税額控除の廃止というところで１，７００億円という

ことで、合わせますと７，８００億円なんですけど８，０００億円程度ということになっており

まして、以上が大体、今回の大きなフレームということでございます。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） よくわかりました。今回の復興財源の問題ですが、野田首相は復興財源の確保の

ために繰り返し、繰り返し連帯して負担を分かち合う、こういうふうに述べて国民に求めました。

そのことを一つ置いといていただきたいんですが、まず、本町で、先ほど答弁があったんで確認

ですが、与謝野町の負担増というのは結局５，０７１万円、これは１０年間でという理解をした

らよろしいですか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 本町の個人均等割の増額の分ということでございます。先ほど言い間違えておっ

たのかもわかりません。もう一度はっきりと発言させていただきまして、影響額につきましては

年間５０７万１，０００円、それから、これが１０年間ということで５，０７１万円というふう

な試算を、今しております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 今のお話は住民税の均等割が５００円ふえるということですね。だから、平たく

言うと金持ちも貧乏人も５００円ずつ、みんな払いなさいと、こういうことですよね、均等割で

すから。

そこで次の質問なんですが、課税の負担原則である応能負担を貫くということが非常に大事だ
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というふうに思っています。今の問題なんですけども、復興財源ということで個人住民税の均等

割を引き上げる、均等割を引き上げるというのは大変厳しい暮らしをしている家庭だとか、それ

から、大震災で非常に暮らしが厳しい状況が迫られている被災者、こういう方にとっては大きな

負担となるんですが、この点は課長は、どのようにお考えですか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） ご質問のほうが均等割で低所得の方とか、それから、被災を受けられた方の負担

についてでございます。今回の５００円の均等割の改正につきましては、各地方自治体の条例改

正というふうになっておりまして、国のほうの考え方につきましては、例えば、被災地の方の均

等割の引き上げはしなくてもいいといいましょうか、被災地のほうの地方自治体のほうにお任せ

するというふうなことをお伺いしております。それで、今回、京都府で２６市町村ございますけ

れども、そのうち２５団体のほうが今、引き上げ予定ということで１団体は検討中ということで

お聞きしております。

それであわせまして、今回、町のほうが５００円ということと、それから都道府県のほうも

５００円ということになっておりますので、京都府の議会のほうも今の議会に５００円アップの

ほうを提案中というふうにお聞きいたしております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 私が聞き及んでいるのは、被災地の場合は今、課長の答弁では、国が被災地に任

せたらよろしいと、その判断はということで、非常に緩やかなように聞いていますが、この適用

が具体的に被災地に対して、きちんとね、それがないとか、負担がないとかいう処置はされてい

ないでしょう。されていないと思いますよ。だから、多くの場合、今、言った被災者の場合も、

また、今、私がもう一つ言った低所得層の場合も、ほぼ１００万円程度であれば、所得が。課税

されるということになると思います。これは国会でも論議されたところですので、ほぼ間違いな

いと思います。

まともに働くことができないわけですよね、被災地の場合は。こういうところに本当に、こん

なことで、いわゆる被災者支援というか、いわゆる復興支援ということにつながるのかというこ

とは、物すごい疑問だと思っているんです。これは今、答弁をいただいたんですが、もうちょっ

と、その点での認識もきちんとしておく必要があるだろうというふうに私は思っています。

次に、法人税の１０％の付加税ですけれども、これは先ほど説明では付加税では３年間で、付

加税たった３年間で２．４兆円になると思います。これについてはセット減税になっていると、

減税もセットで行われているということが言われています。課長はご存じだったら、お答え願い

たいと思います。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 伊藤議員のご質問の減税とセットというところでございます。確かに法人税の実

効税率を５％引き上げることとされておりますので、それとセットという理解はしております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） もう少し詳しく言うとね。こういうことなんです。この付加税ですね、法人税付

加税というのは１０％なんですけども、今回、出ているのは。法人税そのものが、この不況の中

で、全国的にほとんど法人税を払っているのは大企業なんですよ、大半を占めているのは。それ
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で、そのことを前提に考えたらわかるので、これから言いますけれども、まず、付加税が３年間

で、これ３年間ですけども２兆４，０００億円、そして、一方で減税されているんです。これが

今、課長も言った法人税の減税分です。これが２５年間で２０兆円に当たるんです、減税額は。

そうすると差は引きで１７兆６，０００億円もの大減税になりますよね。大サービスですよ。こ

れが復興財源のほうに回る関係での一つの点です。結局、これでは本当の意味で復興財源と言え

るのかと、片や大企業、主にですよ、ほとんどと言ったほうがいいですが、大企業には大サービ

スをすると、減税の、それで一方で国民、逆に負担すると、結局、差し引きするとどうなるかと

言うと、所得税と住民税の負担だけと、実質的に、こういうことになるんじゃないですか、この

理屈から言うと、課長、どう思いますか。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 伊藤議員がおっしゃいます減税の部分が２０兆円というデータ自体は、私のほう

は持ち合わせておりません。ただ、今回、復興財源のほうで減税のほうを３年間で２兆

４，０００億円、こちらのほうはデータを持っておるんですけども、そちらのほうで減税といい

ましょうか、復興財源に充てておいて、大企業のほうの減税は別のことで５％、これは国際の、

世界の水準に合わせるというんですか、そういうふうなことで減税されるというふうなことをお

伺いしております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） よその国に、外国に合わせるんじゃないんですよ。特例なんです、日本だけの。

この大企業自身に対する減税措置は特例なんですよ。だから、問題だと言っているんです。結局、

庶民の復興財源ですね、財源は復興財源として集まる金は、今の話のように大企業の減税分に全

部吸い込まれるということになる。もう一つは財源の捻出問題です。復興支援の財源がないとい

うなら、本来なら大企業や大金持ちのための優遇税制である、証券優遇税制よる配当割や株式等、

譲渡所得の軽減を即刻やめるべきだというふうに思っています。せめて本則に戻すべきです。こ

れだけでも１，０００億円が捻出できます。１年間に。１０年というスタンスで、今、これは設

定されているわけですから、１０年なら１兆円です。これがまだ、放置されていると、まだまだ

ありますよ。時間がありませんから能書きだけ言いますけども、まず、毎年の３２０億円の政党

助成金ですよ。それから、１メートルが１億円という都心中心の道路交通網の整備です、高規格

の。こういうことがどんどんあるんです。こういうことをやること自身が、今の、みんな分かち

合おうと、「がんばろう日本」と言って全国民がやっているのに、話にならないと、これでは、

裏に隠れてやるようなことでは。ここが私は言いたいと思っています。

もう一つは原発でね、大もうけしてきた原発利益共同体の問題があります。こういうことや、

それから、この問題にかかわって再処理等積立金という名の巨額の、いわゆる原発埋蔵金もあり

ます。こういう問題をきちんとただしていくことが大事だと思います。そう思いませんか、課長。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 伊藤議員がおっしゃることは理解できるというところまでいかないんですけれど

も、私がそれに対してコメントをするのは、この場では控えさせていただきたいというふうに思

います。

議 長（井田義之） 伊藤議員にお願いいたします。与謝野町税条例の審議をしておりますので、よろ
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しくお願いをいたします。

伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 議長、お言葉ですが、これは全体の、国の復興財源をめぐる問題なんです。だか

ら、そんなことを言うたらいかんなんていうことはおかしい。問題だと思いますよ。税の問題な

んですから。復興財源をどうするか。

議 長（井田義之） 与謝野町の税条例ですので、お願いをします。

７ 番（伊藤幸男） そしたら財源がどうなっているというようなことを聞かれんのか。おかしいだろ

う、それは、明らかに。このときしか言われんやん。そらそうや、税の問題も、このときしか言

われんの違う。こうしとるうちに時間がのうなった。

これは時間が少々延びても許してくれよ。今、議長とのやりとりなんだで。

議 長（井田義之） 早く質問してください、簡潔明瞭に。

７ 番（伊藤幸男） 終わりますよ、心配せいでも。

まず、いろいろと言いたいんですが、時間がないので、最後まとめます。「がんばろう日本」

ということで呼びかけて、大多数の国民にも義援金を出してもらって協力したいと願っている

方々の大きな力で、今、復興に向かっています。まだまだ不十分ですが、復興財源ですから、だ

れも協力したいと願っています。本当にみんなで分かち合うというのなら、庶民だけの増税を押

しつけるんでなくて、２６０兆円もため込んだ大企業や大資産家に対する大減税のサービスを見

直して、復興財源に充てるべきだと考えています。最後でちょっとお伺いします。今回の改正は

国の法改正で定めたわけですが、市町村で自由に変更できるのかどうか、課長にお伺いしたいと

思います。

議 長（井田義之） 植田税務課長。

税務課長（植田弘志） 税率の決定のことだというふうに考えております。今回、国のほうは標準税率と

いうことで５００円アップをされております。ただ、これにつきましては、先ほど若干触れまし

たですけれども、復興地域のところにつきましては、５００円、上げないという選択肢もあり得

るということになっておるという理解をしております。本町の税額を上げるにつきましては、こ

の議会で決めていただかないと上げることはできないというふうに考えておりますので、それぞ

れの団体で判断をするということになるかと思っております。

７ 番（伊藤幸男） 変えたら可能なのかということを答えてえな、反対があった場合に。変えれるこ

とが、議会で変えれるんかということを聞いたんやで。

税務課長（植田弘志） その５００円自体の金額を変えれる。

７ 番（伊藤幸男） 条例だ。

税務課長（植田弘志） 条例自体は、ここで決めていただくということに、するしないも、しないという

判断もあり得るということでございます。

議 長（井田義之） 伊藤議員、１回目の質問、これで、２回目、お願いいたします。

７ 番（伊藤幸男） 私、聞きたかったのは、仮に議会が大きな負担があるから、それはだめだと、仮

に言った場合に、今の答弁では、そのことが可能だという答弁でいいんですか。終わります。

議 長（井田義之） ほかにありませんか。

（「なし」の声あり）
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議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論に入ります。討論はありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 討論なしと認め、これにて討論を終結します。

これより議案第１８号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第１８号 与謝野町税条例の一部改正については、原案のとおり可決することに

決定しました。

次に、日程第２ 議案第１９号 与謝野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正につ

いてを議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

１５番、勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、議案第１９号について２点ほどお伺いします。

まず、この廃棄物処理施設の技術管理者の役割と、それから業務について、お願いをしたいと

思います。

議 長（井田義之） 朝倉住民環境課長。

住民環境課長（朝倉 進） 勢旗議員のご質問にお答えします。技術管理者の役割と業務ということでご

ざいます。廃棄物処理施設につきましては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律という法律の中

で、技術管理者を置かなければなりませんよというふうなこと。それと、日ごろの、日常の運転

管理については、技術管理者が責任を持って行いなさいよというふうなことになってございます。

この法律ですとか、施行令ですとかいうふうな形の中で日常の運転管理についても技術上の基準

というふうなことがある中で、それに従って行わなければならないというふうなことの中で、技

術管理者を置くというふうな形になっておるというふうなことでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この資格につきましては、環境省令でね、これは定められると思うんですが、現

状は今、町の場合、何名、置いているということになっていますか。

議 長（井田義之） 朝倉住民環境課長。

住民環境課長（朝倉 進） 有資格者は数名おりますが、ごみの関係、ごみの最終処分場の関係でいきま

したから、実際に日常の業務に当たっておるものは１名でございます。

それから、し尿の関係、し尿の関係につきましては、所長も含めますと、今のところ２人が技

術管理者として日常の運転管理に当たっておるということでございます。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この職員の場合、実際には大学で、そのものを専攻したということは、なかなか

難しいと思うわけですが、講習会が、それぞれの府県といいますか、各ブロックでやられること

になると思っているんですが、最後に、この講習を受けられたのは何年か、課長、聞いておられ
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ますか、わかっておりましたら、わからんかったら結構です。

議 長（井田義之） 朝倉住民環境課長。

住民環境課長（朝倉 進） 今、申し上げました３名の職員で最後に、その講習を受けた者ということで

よろしいでしょうか。

実際は平成２３年度で、ごみの最終処分場の技術管理者を１名、職員が受けておりますので、

最新といいますと２３年度、昨年のことになるというふうに思っております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この技術管理者の役割について、先ほど課長から聞きまして、なかなか責任が重

たいわけですが、今後、こういう管理者を確保していくというのは、現在と同じような方法でや

られるというふうに理解したらいいのか。あるいは、そういう、かなり専門の勉強をされた人を、

これからは充てると、こういうことになるのかどうか、そこのところだけお伺いして終わります。

議 長（井田義之） 朝倉住民環境課長。

住民環境課長（朝倉 進） 先ほど勢旗議員のお話がありましたように、環境省令で、いろいろな資格を

持った方、あと経験を持った方というふうな形の中で講習を受けるようにしましてもですし、そ

の資格者の資格自体につきましてもですし、細かな規定がございます。そういった中ではありま

すけれども、先ほど申し上げました２３年度、昨年の技術管理者の講習を受けた者、その講習の

最後の日に試験がございまして、見事、合格もしたわけですけれども、その職員につきましては

技術職ではありますが、専門的に環境関係の勉強をしたというふうなことでもございませんとい

うふうなことの中で、日ごろといいますか、通信教育というふうな形の中で長期にわたりまして

勉強をする中で、資格を得たということでございます。

２４年度につきましても、今度はし尿の関係で１人、同じような技術管理者の講習を受けると

いうふうなことで予算のほうをお願いしております。この職員につきましても技術職員かという

ふうなことになりますと、技術職員ではあるんですけれども、全く畑違いの仕事をしてきた職員

でございます。今現在、日常的にいろいろな施設の運転管理等をしております中で経験を積む中

で、その職員に今度、講習を受けさせるというふうな形を考えております。ですから、専門的な

知識等も当然ながら必要だというふうなことにはなるんかなとは思いますけれども、そういった

人材をなかなか求めるというふうなことも難しゅうございますので、そういった中でいろいろな

経験をさせる中で、今回の技術管理者の講習会とセットで資格を取るというふうな形に今後もな

っていくかなというふうに思っております。

１ ５ 番（勢旗 毅） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結いたします。

討論を省略し、採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、これより議案第１９号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。
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（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第１９号 与謝野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部改正については、

原案のとおり可決することに決定しました。

次に、日程第３ 議案第２０号 与謝野町介護保険条例の一部改正についてを議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、介護保険条例の一部を改正する条例について、質問します。

今回の改正は第５期の介護保険料の改定に合わせて条例改正をするという中身だと受けとめて

います。内容については、既に一般質問で和田議員が取り上げまして、詳しく答弁をいただいて

おりますので、それを踏まえて何点か質問をいたします。

まず、今回８段階から９段階にということ。それから、さらに、その第３段階を細分、２ラン

クふやしていただいたという形で取り組んでいただいています。介護保険というのは、国の法律

によって、ほとんど縛られてまして、町独自で設定する部分が非常に少ないというふうに理解を

しておりました。この段階の区分や、それから、その下のランクをふやしたり、それから特に料

率ですね、料率についても、ほかの町で違っているということが今回ちょっと、今まではあまり

わかりませんでしたが、今回、改めて実感しまして、この辺も含めて与謝野町で独自に設定でき

るということで理解したらいいのか、その点が１点、それから、標準段階が、これも第４段階だ

ったり、第５段階します。先ほどの質問とも関連するんでしょうが、要は何段階を標準というこ

とではなくて、１．０になるところを標準ということで取り上げられるという形になるというだ

けのことだというふうに理解したらいいのか、この点について、まず、お聞きします。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） ただいま野村議員に２点、ご質問をいただきましたので、お答えしたいというよ

うに思います。まず、料率の関係と、それからランクの関係です。ランクの関係につきましては、

国の基準では、この基準額があって、それの０．５以内というように大まかな区分しか組んでご

ざいません。したがいまして、議員おっしゃいましたように、与謝野町では今回、１１段階を設

けますし、また、ほかの町では１２段階の町もあります。それから９段階の町もあるということ

で、この北部地域によっても、このランクとしては、まちまちだということで、今、お聞きして

おりますと、宮津市は１２段階、京丹後市が１１団体、伊根町が１０段階、それから、与謝野町

が１１段階ということで、このように改正される見込みとなっております。

それと料率なんですが、料率については、１．０を基準として一番低いところでは、この基準

額の０．４５ということで６５％の減額をしますし、一番高いランクについては基準額の

１．９５ということで使わせていただくということになっております。これについても、自治体

それぞれで、これは先ほど言いましたように国の基準というのが一定決めてありますけれども、

それぞれの自治体によって、独自に設けるということができます。

それと、もう一つは今、言いましたように、段階については、その自治体で設けれますので、

今、申し上げましたとおりです。
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議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 改めて理解をしました。そこで以前から、特に今までの第２、第３段階について、

いわゆる低所得の方ですね、住民税非課税世帯等々については、負担割合が非常に大きいという

ことで、今までは国の基準で全部動かしにくい部分だというふうに思ってましたので、独自の減

免ということで、何度も取り上げて求めてきました。今回、第３段階を、先ほど答弁があったよ

うな意味で二つに分けていただいたということで、グラフを見ていましても、緩やかに上がって

いくという形にはなったというふうに思ってまして、そういう努力を、答弁をいただいたように、

していただいたということで評価をしています。しかし、そもそも第２段階の保険料が非常に高

いわけですね。そのもとの第１段階が、そもそも高いというところで、上がり方は緩やかですが、

その負担は、その方の収入から見れば、その負担割合は非常に高いというふうに思うわけですね。

先ほどの答弁ですと、この料率も含めて変更できるということであれば、この収入から見た負担

の割合、こういうものから、今回、判断いただいたと思うんですが、再度、この低所得者の負担

割合を、やはり下げていただくことが非常に大事ではないかなというふうに感じるんですが、そ

の点についてお伺いいたします。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） この低所得の方の負担をさらに下げるということで、先ほど若干評価をいただき

ました第３段階も二つに分けて、そこの部分が、所得の低い方については、若干さらに小分けし

て、配慮させていただいたという経過がございます。そのように低所得の方については本当に大

変な状況ということは、もうよく理解はしておりますけれども、この介護保険会計を維持する大

原則といいますのは、この中の保険料で、必要な保険料の割合分を持たなければならないという、

この必須がございます。したがいまして、低所得の方を安くするということになりますと、その

見合う財源をどこかで求めてこなければなりません。求めてくるとしましたら、上の段階、すな

わち基準額以上の５段階から９段階、この表でいいましたら、その方々にお世話にならんなんと

いうことになります。しかし、この与謝野町については、所得の関係で、そのランクにおられる

方が本当に少ない状況でございますので、そこの低所得の方をさらに、多くの方の税を安くする

と、その分を上の段階で確保しようと思ったら、今の段階では最高の方が１．９５という率を使

っておりますけれども、これを２．０とか、もっと上げていかなければ、それを減額させてもら

うに見合う税が確保できませんので、そういったことも踏まえて、判断して基準額の料率を決め

させていただいていますので、ご理解いただきたいというふうように思います。

それから、先ほどご質問いただきました、もう一つはということで、ちょっと答弁なんですけ

ども、この基準額のランクといいますのは第４段階に設定しておりますけれども、この町によっ

ては第５段階のところが基準額になっている町もあります。そのように、先ほど議員がおっしゃ

っていただきましたように１．０というところを基準額としていただいたら、与謝野町でも今回

については、この表では９段階になっておりますけれども、上から順番に数えていきますと５段

階目が基準額ということになっておりますので、それぞれの自治体で１．０のところが基準額と

して、それが４段階であっても、５段階であっても、これは構わないということになっておりま

すので、あわせてご理解いただきたいと思います。

議 長（井田義之） 野村議員。
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１ 番（野村生八） 今の答弁ですと、当町は低所得者の割合が非常に高いということで低所得者の保

険料を、これ以上、下げると、所得の多い人の保険料率が大変高くなるという、そういう実態の

答弁だったというふうに理解しているわけですが、結局、この介護保険制度は高齢者、高齢化で

高齢者がふえて、いわゆる、そういう方々の介護の必要性が高まれば高まるほど、そして、町が

サービスの充実に努めれば努めるほど、この保険料が引き上がる、こういう制度、この根幹に対

して、国としての手だてが打たれないと、どんどん上がっていくということで、今でも町民の立

場でいえば、努力していただいても、やはり上がるということに対して大変な事態ということで、

声を聞いてるわけで、この辺について、やはり抜本的に、その見直しを、その根本の見直しをし

ていただく必要があるというふうに思っています。

町長にお伺いします。それらの点についてですね、いろんなところでの協議に出ておられると

思うんですけどね。その辺での議論というのは、どういうふうに進められているのか、今後の見

通し等についても含めてお聞きできたらと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 介護保険のこうしたひずみといいますか、そうした中身につきましては、町村会

のほうでも論議をさせていただいて、府、国に対して、そういう要望を出しておりますし、この

介護保険の協議会といいますか、その中でも、そうした中身については、町村の、そうした実情

を訴える、そうした形は、今までもとらせてもらってきております。その中で、今の段階の中で

町として考え得るベストではないですけれども、できるだけ低所得者の方に負担がかからないよ

うな工夫をさせていただいたということでご理解がいただきたいと思います。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） この介護保険は国保と違いまして、今回、努力いただいた基金などを使っての引

き下げの努力というのはできるにしても、ほかの繰り入れ等での町の独自の取り組みというのが

許されていないという、しばりが非常にきついという問題がありますので、これはこれで提案さ

れた内容は当町の介護保険を運営する上では仕方がないという、そういう形だろうというふうに

は理解をしております。

しかし、この独自の取り組みそのものが許されないという、こういう問題についても、やはり

国に対して要望すると同時に、やはりそういう問題についても町民の目線に立って再度、検討し

ていただいて、できるところがあれば、やはり今回のように引き続き努力していただきたいとい

うふうに思っていますが、これについて、課長、再度、最後にお聞きしておきたいと思います。

議 長（井田義之） 佐賀福祉課長。

福祉課長（佐賀義之） この介護保険の運営等については、本当に今、議員がおっしゃっていただきまし

たように、町で独自に財源を求めるとかいったことができません。しかし、やっぱりサービスは

きちんと提供していかなければなりませんので、そのサービスの供給量と、それから、税の負担

というのを十分考えていかなければならない問題だというように思っております。

それで、先ほど町長も言いましたように、これはもう町だけで、なかなか解決できるような問

題ではございませんので、先ほど答弁しましたように、これは国なり府のほうに、やはり負担割

合を、もう少し高齢者の方について安くなるような要望を、本当に強めていかなければならない

というように思っております。特に、この地域については農業であったり、織物業であったりと
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いうように、国民年金の方、本当に収入が少ない方が多ございますので、そのあたりの負担率が

高くなっているというのは、十分、私も認識しておりますので、今後については、どのように税

率のランクを考えて、ご負担の少ないような方法等については十分、やっぱり検討を重ねて、そ

ういった低所得者に配慮した料体系をしっかりやっていきたいというように思います。

１ 番（野村生八） よろしくお願いします。終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論を省略し、採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、これより議案第２０号を採決します。

本案については、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２０号 与謝野町介護保険条例の一部改正については、原案のとおり可決する

ことに決定しました。

ここで暫時休憩をいたします。１０時５０分まで休憩いたします。

（休憩 午前１０時３５分）

（再開 午前１０時５０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開します。

次に、日程第４ 議案第２１号 与謝野町国民健康保険税条例の一部改正についてを議題とし

ます。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、保健課長に国保の条例改正について質問いたします。今回、提案説明

でありましたように、一般会計からの繰り入れの努力をしてもなお、引き上げざるを得ないとい

う内容でございます。この問題、これ条例ですけども、この問題を理解するためには２３年の決

算見込みや２４年の当初予算、この問題を明らかにする必要がありますので、いわゆる条例とい

うよりも予算の質疑になりますが、その点は議長、よろしくお願いをいたします。

それで、なぜこの上げなければならないのかということについて、まず、大まかなところで課

長から、さらに詳しい説明をお願いいたします。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） 野村議員のご質問にお答えいたします。今回、国保税条例の改正につきまして、

一人当たり２，１７７円の医療分の増額をお願いしております。その背景といいますか、根拠に

なる部分でございますが、２３年度の、もうすぐ年度末がやってくるわけなんですが、見込みを

立てております。その中で申し上げますと、２０年度からのデータに基づいて、経過等も含めて
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申し上げますと、国保の被保険者数につきましては年々減少しております。特に若い世代の減少

率が大きい状況となっております。連動しまして、国保の世帯数も減少しております。そういっ

た中で、平成２３年度には、昨年度、国保税の改定を一人当たり約１０％アップをお願いいたし

ました。そういった中で２２年度と比較しますと約３，８００万円の、これは調定額ベースです

が、３，８００万円の増額を確保することができました。

一方、２３年度の保険給付につきましては、２２年度と比較いたしまして、額といたしまして

１億６，９００万円の増となっております。率としまして８．９％でございます。保険給付費全

体の数字でございます。このように歳出のほうで保険給付費が大幅に伸びているということ。そ

れから、２３年度で保険税のアップをお願いしておりますが、それ以上に歳出が膨らんでいると

いうふうな状況から、基金を投入しまして、何とか２３年度はやりくりしてまいりたいと思って

おります。３月補正でも提案させていただいておりますが、基金を総額で９，０００万円入れさ

せていただくということでお願いしております。そういった中で２４年度、基金も底をつくよう

な状態になりましたこと。それから、保険給付費につきましても、今後、さらに増加するであろ

うというふうな見込みを立てておりまして、その財源確保のために今回、一人当たり４．２４％

の税率のアップをお願いしたいということで上げさせていただいております。

あわせまして、一般会計からの支援ということで、７，７５０万円、当初予算で計上させてい

ただいておるということでございます。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 今、説明がありましたように２３年度の保険給付費、いわゆる医療費が大幅にア

ップしたと、これは、その前の年が若干減っているんですけれども、その反動といいますか、我

慢した分等々の影響もあったのかなというふうにも思うんですが、この影響で一挙に基金がなく

なったと、そういう中で苦しい運営に努力されているという実態については理解ができました。

それで今年度、さらに給付費が、医療費がふえるという部分を見てあるわけですが、それは何％

ぐらいのアップが見てあるのか、その点についてお聞きをしておきます。

それと、この引き上げ額を抑えるために７，７５０万円の独自繰り入れをして努力をしていた

だいておる内容で提案していただいておるんですが。もしこれをしていない場合は何％の引き上

げになるというふうに、引き上げになるのか、その点も含めてお聞きをしておきます。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） ご質問の１点目は、２４年度の保険給付費の伸び率ということでよろしいでしょ

うか。

２４年度当初予算におきまして保険給付費の伸びといたしましては、２３年度と比べまして、

４．３％の伸びを推定しております。あくまでも当初予算同士の比較ということでございますが、

４．３％増という見込みを立てております。

それから、一般会計から７，７５０万円の支援を２４年度で支援していただくということにし

ておりますが、それを２４年度の見込みを立てております被保険者数で割りますと９，８９８円

という金額になります。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 当初説明では、この４．３％分が１，７００万円ぐらいに当たるというふうに言
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われました。今、７，７５０万円が９，８９８円、これを両方合わせた分で幾らになるのか、何

円で何％かということについて、再度、お聞きしたいと思います。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） 質問にお答えいたします。額といたしまして９，８９８円、一般会計からの支援

の一人分でございます。ですから、税率アップによります一人当たりの２，１７７円を足します

と１万２，０７５円という金額になります。ちょっと率までは出せませんでした。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） ２３年度決算見込みでいえば、基金からの繰り入れ９，０００万円と一般会計か

らの独自の繰り入れが３，０００万円の１億２，０００万円繰り入れて、ようやく運営ができる

実態、いわゆるそれだけ赤字の実態があるというふうに思います。

２４年度についても、この７，７５０万円を繰り入れて何とかという形で組まれている、その

中身でいえば、いわゆる保険給付費が上がる分についての約４，０００万円の財政調整交付金等

の額も前年度より上積みで予算に見込んであるという形で、きっちりとした見込みの上に成り立

ったっているというふうには理解をしています。そういう中で、宮津は去年も２０％、ことしも

１０％以上の国保料の引き上げをせざるを得ないということで提案がされている。同じような厳

しい実態があるというふうに思っています。その原因には医療費の問題もありますけども、所得

が、やはりこの間、どんどんと下がってきたという、ここにもう一つの大きな理由があって、そ

の所得が下がった場合の国の調整機能が働いていないということを去年のときに詳しい数字を出

して、指摘をしてきました、結局、国が国全体の国保会計の中の、この調整をすべき額をあれだ

け大きな経済危機で町民の所得が、国民の所得が減っているわけですから、この額を引き上げて

調整機能を維持するべきところを、額をふやさずに、その中で運営するという、ここに大きな原

因の一つがあるということも指摘をしました。

そういう意味では、今回の予算の中でも所得が上がってこない、どんどん減っていって、よう

やく下げどまりぐらいの見込みしかできない。そういう中で負担をふやしていかざるを得ないと

いう、ここに国保税が本当に払いにくい、払えない、そういう大きな負担という、町民の今の声

の原因があるというふうに思っています。

そういう中で、今、言われたように独自に７，７５０万円の引き下げをして、前年に続いて今、

言われた１万２，０００円分ですかね、これの引き上げ分を抑えていると、少なくしているとい

うことは非常に評価もできますし理解もできます。保健課長の立場で言えば、会計を運営する立

場で言えば、今回のような提案をせざるを得ないということも理解をできるわけですが、しかし、

町民の思い、声を代弁する議員の立場で言えば、やはり今年度の、この引き上げは、どうしても

賛同するわけにはいかない。そういう状況にあるというふうに思っています。それは、先ほどあ

りました介護保険が上がる、後期高齢者の医療制度が上がる、そして、医療費の窓口負担の引き

上げも予定をされている。こういう所得、収入がふえないのに、これだけどんどんどんどん負担

がふやされると、本当に町民の暮らしというのが成り立っていかない。いよいよ払えない、払え

ないと医療にかかれないという国の制度の、そういう問題も生まれてくる。こういうところを考

えますと、どうしても今回の提案、努力していただいている内容はわかりますけども、賛同はし

にくいというふうな町民の思いがあるということを代弁をしておきたいと思います。
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その上で今後も引き続き、こういう形で独自の繰り入れをしながらでも、町民の負担を少しで

も減らしていく。これは町長にお伺いします。点については、努力をしていただく必要もありま

すし、先ほどありましたように、医療費の見込みとして４％以上の、上がるという見込みもあり

ます。これらについては、ちょっと予測がつかない部分もあります。今後について、いわゆる、

あるいは国の財源等が新しくふえたり、今度、後期高齢者の負担もふえるようですが、状況によ

って少しでも引き下げれる状況が生まれた場合に、できるだけ今後も保険料、この国保会計とい

うのが一番弱者で構成されて、そして負担割合が大きいという点をかんがみて、引き続き保険料

の、できるだけ上げない、引き下げていく努力、これについての姿勢を改めて最後に問うておき

たいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） こうした非常に厳しい社会情勢の中で、この国保税の引き上げという点について

は、非常に心苦しく思っておりますし、できることなら引き下げにもっていけるような形が望ま

しいわけですけれども、今おっしゃったように大変厳しい状況の中で、町も一般会計からの繰り

入れをしてでも、少しでも下げていこうという努力はしております。しかし、それを未来永劫と

いうことになるのか、今後の医療費の伸び等も緩和していきますと、非常に、その見通しという

のは引き下げるどころか、引き上げていかざるを得ないような状況であるというふうには認識し

ております。

ただ、その中で、どこまでじゃあできるのかということについては、できるだけ、そうした引

き上げ率を下げていく、そうした努力はさせていただきたいというふうに思いますが、ただ、国

保だけではない、一般会計から繰り入れるということは社保の皆さんたちの、そうした方々の税

金も、そこへ投入するということになるわけですので、その辺のバランスといいますのが、非常

に難しいというふうには思っておりますが、できるだけ引き上げなくてもいいような努力はさせ

ていただくということで、かならずそうするというお約束はできませんが、全体のバランスを見

ながら考えてまいりたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 介護保険でも、そして、前から国保の問題では何度も言っているように、いわゆ

る町だけの努力では、本当にもう限界に来ている、町民の払う努力も限界に来ているということ

で、この国の財政措置をふやすという、これ以外には、もう解決の道がないだろうというふうに

思っていますので、この点についてもよろしくお願いをして、指摘をして質問を終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１３番、赤松議員。

１ ３ 番（赤松孝一） それでは、ただいま上程の議案第２１号に対しまして、若干質問をいたします。

今、野村議員がおっしゃったように、確かに本当に値上げ値上げで、困ったことではあるんでご

ざいますが、この原因としまして、提案理由にも述べてありますように、町民の所得が減少した

と、このように提案理由として、まず、訴えてあるわけですが、この所得の減少ですね、この合

併以来、与謝野町始まって以来、きょうまでの所得の推移につきまして、まず、質問をいたしま

す。それと同時に保険者数の加入者数、わかりましたら答弁をお願いしたいと思います。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。
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保健課長（泉谷貞行） 議員のご質問にお答えいたします。平成２０年度に後期高齢者制度が導入されま

して、その制度を現在まで継続しております。それ以前は老健といいまして、７５歳以上も含ま

れた人数になっておりまして、ちょっと手元に持っておりませんので、平成２０年度からの推移

で申し上げたいと思います。

平成２０年度では被保険者数につきましては８，５９２人でございます。それから、２１年度

が８，４４６人、２２年度が８，２１９人、２３年度が７，８４１人というふうなことで、

７００名ほど、２０年度からは減少しているということになります。

それから、所得ですが、２０年度からの所得、一人当たりの所得を申し上げますと２０年度が

４６万３，４２５円、２１年度が４４万２，７５２円、２２年度が３９万３，５４４円、２３年

度は４０万１，３５３円という推移でございます。

議 長（井田義之） 赤松議員。

１ ３ 番（赤松孝一） この加入者数の減と、この地域経済の疲弊のための、このいわゆる所得の減少に

つきまして、今後もこういった状況が続くというような予想がされるでしょうか、いかがでしょ

うか。

議 長（井田義之） 泉谷保健課長。

保健課長（泉谷貞行） ご質問にお答えいたします。今後におきましても、医療費につきましては、率は

なかなか推計することは難しいと思いますが、伸びていくだろうというふうに認識しております。

一方、所得につきましても、今年度の新しい課税資料が、まだ、出ておりませんので、その辺に

ついてはちょっとまだ、判断できませんが、被保険者数の減少とともに、一人当たりの所得もだ

んだん落ちているということで、その傾向は続くんではないかなというふうに認識しております。

１ ３ 番（赤松孝一） 以上、終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

これより討論に入ります。討論はありません。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 討論なしと認め、これにて討論を終結します。

これより議案第２１号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立多数）

議 長（井田義之） 起立多数であります。

よって、議案第２１号 与謝野町国民健康保険税条例の一部改正については、原案のとおり可

決することに決定しました。

次に、日程第５ 議案第２２号 与謝野町営住宅条例の一部改正についてを議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。
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討論を省略し、採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、これより議案第２２号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２２号 与謝野町営住宅条例の一部改正については、原案のとおり可決するこ

とに決定しました。

次に、日程第６ 議案第２３号 与謝野町中小企業振興基本条例の制定についてを議題としま

す。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

９番、家城議員。

９ 番（家城 功） それでは、中小企業振興基本条例の制定について、質問をさせていただきます。

資料をいただいておりまして、いろいろと見せていただいておったわけですが、まず、最初に

中小企業の定義というところから見ますと、町内のほとんどの企業というよりも、すべての企業

が中小企業であるというふうに受け取られるんですが、その認識で、まずよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。基本的には議員、ご指摘のとおりでございます。ただ、

事業所という振り分け方と、それから、企業、企業所というか、事業所という区分けの振り分け

方をいたしますと、本社がよそにありまして、全体的な事業所があっても企業体で見れば、大き

な大企業という形もとれますけれども、町内にあります分については、若干、製造業については

ありますけども、ほとんどが中小企業と、並びに零細業という位置づけでご理解いただければと

いうふうに思っております。

議 長（井田義之） 家城議員。

９ 番（家城 功） この条例の解説の中に中小企業を重視し、その振興を行政運営の重要課題として

位置づけるというふうに書いてありますが、すなわち町行政、企業、町民の、それぞれの役割が

明確になることによってまちづくりとしての産業振興が図れるという認識で、私はおるわけです

けども、その認識については、間違いないでしょうか、課長、よろしくお願いします。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。基本的には、それで結構だというふうに思いますし、問

題は、それぞれの条文に掲げてあります規定を、もう一度確認いただければ、それぞれの役割分

担もわかりますし、最終的な到達点も明記されておりますので、そのあたりをご理解いただけれ

ば非常にありがたいなというふうに思っております。

議 長（井田義之） 家城議員。

９ 番（家城 功） 条文も読ませていただいておりまして、それぞれの役割が大事じゃないかという

ふうに感じております。
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目的の解説の中の文言に中小企業を保護するものではないという一部があるんですけれども、

私も、そこが一番重要な点ではないかなというふうに考えております。一部では、この条例がで

きることによって補助金ありきというような考えをされておるような企業の方もおられるという

話を聞いておりまして、偏った考えだけが先行しているということが非常に懸念されるんではな

いかなと。本来の趣旨をきちんと明確にして伝えていって、それを理解してもらうことが大事で

はあるかなと思っておりますが、その辺の取り組み、また、進め方など、方針がありましたらお

聞かせください。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。議員、ご指摘のとおりでございまして、この中小企業を

振興するということは、決して中小企業を保護していくという意味ではございません。総合計画

等々でもうたっておりますように、中小企業者の自助という部分としての取り組みもあれば中小

企業間の共助という部分、そして、中小企業はまちづくりに貢献するということで商助という観

点が非常に重要であるというふうに考えております。そういった中で、それが中小企業の皆さん

が、そういう役割分担をきちんと持っていただくことによりまして行政も、いわゆる公助という

形で取り組むことができるものだというふうに認識しておりまして、そういう部分につきまして

は、中小企業の自助努力というふうにはまとめておりますけれども、そういったところを中小企

業の皆さんには十分にご理解いただきたいなというふうに思っております。

今後につきましては、それぞれの役割分担の中で広報等を使いまして、それぞれの役割分担を

きちんとご理解いただくような取り組みをしたいというふうに思いますし、引き続き産業振興会

議を持って細かい部分につきましては、この条例の実態等の内容につきましても把握しながら行

動プログラムを具現化に、全力を尽くしていただくというようなことも課題として取り組んでい

きたいというふうに思っておりますので、そういったところで、この条例が生きたものになって

いくものだというふうに考えております。

議 長（井田義之） 家城議員。

９ 番（家城 功） この条例の一番最初に理念型というふうに書いてあります。当然、理念がなくし

て、次のステップには進めないですし、また、地元企業の考え方、また、取り組み、アイデアな

どを、いかにまちづくりとしてつなげていくかという部分が大事でありますし、また、それをあ

る面では、やっぱり町民の方が、どういった役割で、どういった役割を果たしていくのかという

部分も大事であると思います。

また、先日の一般質問の入札の中で建設業も、野村議員の質問の中で、建設業も中小企業に入

るんではないかなと、この基本条例にも関係してくるのではないかなというようなお話の中で、

そのとおりだというような回答がありました。この条例に関しましては所管の商工観光課だけが

意識を持って当たるのではなくて、行政の各課が一丸となった考え方で当然、商工業者と町民と、

また、行政が取り組んでいかなければ、町民からの理解も当然、得られないと感じておりますし、

企業との連携も図れることは難しいのではないかなと、せっかく条例をつくっても、その部分が

なくしては理念の達成があり得ないというふうに感じておりますが、その辺はいかがでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） ご説明、町長提案にもございましたように、この条例につきましては、理念
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条例ということでございまして、その施策を、ここに上げていくというものではございません。

そういった施策につきましては産業振興会議、条例の最後に規定をしておりますけれども、そこ

の会議でもって今後、具体的な取り組みをしていくというものでございます。この理念に基づき

まして、ご指摘のとおり経営者の皆さんや町民の皆さんの連携が非常に重要だというふうに考え

ておりまして、その中核を担っていただきます産業振興会議が大きな役割を、先ほど申し上げま

したけれども、担っていただかなければならないというふうに思っております。そういった中で、

振興会議の中で、いろんな業種の皆さんに集まっていただいて、そういったところから、この条

例の理念をきちっと理解いただきながら各団体へのすそが広がっていくような形も取り組んでい

かなければならないというふうに考えております。

議 長（井田義之） 家城議員。

９ 番（家城 功） 太田課長におかれましては、それこそ私が商工会に勤務しております以前から商

工分野の課に、もうかれこれ２０年ぐらい頑張っておられるのかなと思いますが、その太田課長

も、３月には退職を迎えられるということで、今後の町の産業振興、また、発展に、その経験も

含めて熱い思いの集大成が、この条例に込められておるのではないかなと、私は個人的に感じて

おります。

そういった中で、この条例はあくまでも理念型ということで、先ほど課長からもご答弁いただ

きましたが、今後に、どうつなげていくかという部分が、制定することよりも大事な部分である

と、私は考えております。この条例をもとに、基本条例ですので、細かい部分に関しては今後、

また、産業振興会議なり、また、いろんな方のアイデアなり、また、商工会との連携も含めて図

られていくということで、この条例が有効で、意義のある条例になることが大事ではないかなと

感じておりますが、最後に町長、こういう条例の中で、今後どういうようなことに期待されるか、

お話は伺っておるとは思うんですけれども、もう一度お聞かせいただいて質問を終わりたいと思

います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今、家城議員のご質問の中で何か太田課長の思いだけでつくられたような感じが

しましたんで、基本は決してそうではなしに、総合計画の中に皆さんもご存じのように、よそで

は自助、共助、そして公助なんですけれども、その中に商助という言葉が入っておりました。そ

れは、もう総合計画をつくる時点から町民の皆さんの中には、そうした今日に至る、この中小企

業振興条例ができる、そのもととなります、やはり地元の、そうした商工業者も、やはりまちづ

くりに積極的に参加をしていくべきだという、そういうお考えの中で与謝野町の総合計画には、

そうした商助という新しい言葉が入っておりました。初め、私自身もどういうことかということ

が理解できなかったわけですけれども、いろいろと町民の方の、あるいは事業者の方のお話を聞

く中で、やはりそうした視点というものは必要だということで、この与謝野町の総合計画のもと

もとの理念は、やはり、この与謝野町が持続可能な町をつくっていくという中で、やはりそれぞ

れの立場の者が、今までにも申し上げておりますように、それぞれ自分たちの責務を果たす中で、

そして、そのまちづくりに参画していく、そして、その地元の社会や、あるいは経済が地元で回

っていく、そういう循環型の仕組みをつくっていくという一つの究極の目的が、そこであったか

なというふうに思いますし、それは町ぐるみでやっていくんだという、そういう熱い思いが今回
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の、この中小企業振興基本条例につながってきたものだというふうに思っております。

この前段には、産業振興ビジョンがつくられましたし、その前には観光振興ビジョンがござい

ますし、それらも含めた中で、この町民の皆さん全体が、それぞれの立場でまちづくりに参画し

ていくという、そうした基本を掲げたものが、この中小企業振興基本条例、要するに理念条例に

なっているというふうに思っております。

この中でも、ある程度、それぞれの自分たちの果たすべき責務を明らかにすることで、きちん

と今後の、それを施策に生かしていく、そういうヒントがたくさんあるわけでございますけれど

も、幸いなことに、そうした産業振興会議の皆さん方が、今後も、これらの条例に基づいて、こ

の町の活性化を図っていくための、いろんな提案が、企画もしていこうという、そういうお気持

ちでございますので、普通ですと、そうしたところも理念だけ掲げて終わりですけれども、この

振興会議の中では、そうした今後の方向づけもきちんとしていただいているということで、本当

に今までにはない先進的な形の中小企業振興条例ができたと思っています。

この中には単なる商工業者だけではなしに、それから、農業を営んでいる方、また、経済団体

等という、そうしたくくりもございます。その中には、例えば、商工会とか、個人や、そういう

事業所じゃなくて商工会だとか、農協さんだとか、それから金融機関、また、ほかの、そうした

経済団体、また、社会福祉法人、ＮＰＯ法人などの、そうした町内において、その経済活動に頑

張っていただいている、そうした団体も広く対象とされているというところが、非常に、これを

つくっていただく過程の中で、いろいろと研究し、今までの、よその条例のいいところ、あるい

は、この与謝野町に当てはめた形のものができてきたと思います。やはり農業や、あるいは織物

業というのは、よその町にはない産業形態でございますので、それらも含めた、こういう条例を

つくっていただいたということで、これをやはり、ある意味、中小企業振興基本条例になってい

ますけれども、まちづくり条例と同じような意味を持つものとだと、私自身は思っておりますの

で、やはりこれらを基本に具体的に、じゃあどうしていくかということを、また、町民の皆さん

と一緒に推進していきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 家城議員。

９ 番（家城 功） すみません。それこそ、この条例を策定に当たりまして振興会議の方、また、プ

ロジェクトチームの皆さん、きょうもこちらに来ておられますが、私は、この理念を読ませてい

ただいて、すばらしい理念ができ上がったんではないかというふうに感じております。町長もお

っしゃいましたように、これが今後、町民、また、企業、行政が一体となって、どういったまち

づくりがされていくかということによって、地域経済が活性化され、また、先ほどの２１号議案

では提案理由の中で、地域経済の落ち込みにより所得が減少したため保険料が上がるというよう

な事態が起こってくることを、いかに避けていくかということが、今後、皆さんも含め、また、

我々議員にも課せられた課題ではないかなと感じております。今後、この条例が基本に、府下で

初めての条例制定ということで、いろんな面で大変かとは思うんですけども、一丸となって有効

的に、これが活用され、今後につながることを望みまして質問を終わります。以上です。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１７番、谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） それでは、中小企業振興基本条例につきまして、何点か質問をさせていただきま
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す。このたび産業振興会議の提言を受けまして、この中小企業の振興基本条例が制定されました。

過去１３回の振興会議とプロジェクトチームが、会議が１０回ですか、これを重ねられまして、

この提案になったわけでありますけれども、ここまで至るご努力につきましては敬意をあらわし

ておきたいなというぐあいに思っております。

内容につきまして、何点かちょっと質問をさせていただきます。これは先ほど家城議員のほう

からも言われましたように、政策型の条例ではなしに理念型の条例であると、理念を掲げまして、

それに向けて関係者が努力すると、その思いは非常に大事であろうというように、私も考えてお

ります。そこで、内容につきまして、ちょっと質問しますけれども、前文の中で、一般町民は消

費者として経済循環の一役を担っているということを自覚しというような文面もございますし、

また、町民の理解及び協力というような項目もございます。私も小売業を営んでおりますので、

消費者という立場が、今、どういうような購買行動の変化が起きているかというのは、身をもっ

て体験をしております。

地域循環をしていただけるような形であれば、それはもう理想的なんですけども、現実はなか

なか厳しいんではないかというぐあいに思っております。消費者の購買行動というのは、本当に

今現在、目まぐるしく変化をしておりますし、また、最近では、やっぱり情報機器の発達により

ましてネット、これによる購買行動も起こっております。町内循環型で消費していただくという

のは、小売業者にとっては非常にありがたいんですけども、なかなか現在の、先ほど言いました

ように消費者の購買心理とは大きく乖離をしているのではないかなというぐあいに思うんですけ

ど、こういった話が振興会議の中で出ておったのか、出ておらなかったのか、太田課長にお尋ね

をしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。産業振興会議の中では具体的に過去に行いました与謝野

町生活実態調査等々を一つの議題としまして、今、町内でどのような購買状況になっているかと

いうことにつきましても一定把握をしていただきながら、そういった中で、いろんな、じゃあ今

後、その形の中で、それぞれの役割として、どういう努力が必要なのかというような話もしてい

ただいております。今回の条例の中には町民の皆さんの、町内で、いわゆる、ものを買っていた

だきたいと、地域循環型経済をつくっていくんだということを規定しておるわけですけども、ご

指摘のとおり非常に、このことにつきましては実態調査から見ても、ある部分の企業体につきま

しては、地域循環型がなされているだろうなというふうに思っておりますけれども、残念なとこ

ろ、全体的にはとりわけ食料品、それから、生活、衣類関係につきましては町外に消費を求めて

いっておられるということです。あくまでも、この条例につきましては、今後において地域住民、

いわゆる消費者の皆さんが地域循環に、いかに協力をしていただけるかという体勢をとっていく

と、それを押しつけではなくて、企業も努力をしていただくということはきちんとうたってあり

ますので、魅力ある商店づくりも、当然していただくということは、この中にうたってあるとい

うふうに規定をしておりますので、そのあたりを、それぞれが理解いただいて、地域ぐるみで、

町ぐるみで、この理念を達成していくような形をとっていくということを、今後も引き続きやっ

ていくということも、先ほど家城議員の答弁もさせていただきましたけれども、そのような思い

でおります。以上です。
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議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 先ほど課長のほうから答弁をいただきましたけれども、まさしくそういうふうな

状況だと思うんですね。やはり消費者は、やはり価格とか品ぞろえとか、その辺で、やっぱり購

買行動の行動を起こすわけというのは、基本的にそうだと思うんですね。それ以外に付加価値を

つけて、いかに地域にお客さんが来ていただけるような工夫が、それぞれの商工業者には大切で

はないなかというぐあいには感じております。

理念型ですから、当然、そういう形で求めるのは、それはそれでいいんだろうと思うんですけ

ど、なかなかやっぱり企業努力も今後は大切ではないかなというぐあいな感じが一段としており

ます。

それと町の責務の第５条の中で、経済情勢の変化に対応した中小企業振興のための適切な施策

を推進しというぐあいに書いてあります。これは、私、過去にも商工業者の立場で、いろいろ質

問させていただきました。対応は、かなり今まで後手後手でなかったんかなというぐあいな感じ

がしております。私、質問した中には、雇用安定助成金のこともありました。これは京丹後市さ

んとか、いち早く企業の負担分を軽減するために町が助成を行っている制度、これもぜひ、この

当町でやってほしいというようなこともお願いしたら実現ができました。あとは、雇用奨励助成

金、これも年齢幅に制限があったんですけども、これも拡大してくださいというお願いもさせて

いただきました。今回は運転資金の問題ですね。これも私、利子補給を運転資金にもしてあげて

くださいというお願いをして、やっとこさでき上がりました。こういったぐあいに、どっちかい

うと、少し後手後手に、これまでいったんではないかなというような感じがしております。これ

はまだ、できてませんけども、雇用促進奨励助成金の３年間延長をお願いしたいというようなこ

とも申し上げておりますけれども、こういったことをやはりいち早く進めることは大事であると

いうぐあいに思いますけれども、今後は、この条例が制定されたら、そうしたスピードアップ化

が図れるんでしょうか、その点についてお尋ねしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 個々の施策につきましては、おくれている、おくれていないというところが、見

方によっていろいろとあろうかと思います。せんだってから問題になっておりました入札等の公

共工事なんかの入札につきましても、町としましては、今までから町内発注ということを意識し

た中で実施してきておりますし、今回は、それらも明文化したというふうに思っております。

先ほども出ておりましたように、これは決して中小企業を保護するということを意味するので

はなしに、すべてがお互いに協力、努力する中で協力をしていこうという、そういうことでござ

いますので、今後につきましては、そうした理念をもとに産業振興会議も、今後も形は、形態は、

ほとんどあまり変わらない形だというふうに思いますけれども、この条例の中には、そうしたと

ころの位置づけもきちんとしておりますので、また、それらについては、具体策については、そ

の振興会議などのご意見をいただきながら具体的に進めていきたいというふうに思っております。

住宅改修の事業も、この中小企業振興条例ができる前に、やはり町としてでき得る施策というも

のは町なりに努力して進めてきたというふうに思っておりますので、今後は、それらをお互いに

キャッチボールする中で施策に具体的に反映できるようなシステムといいますか、そういう、こ

の条例を柱に今後は具体的なことを進めてまいりたいというふうに思っております。



－239－

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） このように大変すさまじい変化の中で、今後、中小企業が生き残っていくという

のは、今後は大変難しい状況になるんではないかなというぐあいに、私は判断をしております。

というのは、もう個人で解決できない問題がいっぱいありまして、だから、企業努力だけでは解

決できない問題がいっぱい出てくると思うんですね、これからは。先日、私、一般質問で人口の

問題を触れさせていただきました。年間３００人ほどですね、毎年毎年、人口が減っていくと、

小売業にとっては、この人口が減っていくというのは死活問題なんですね。やっぱり、その人口

を何とか減少に歯どめをかけると、こういう施策が、やはりこれからの商売、今後やっていく商

売について、方策も生まれてきますし、やり方も生まれてくると、知恵も出てきます。というこ

とで、私はどちらかというと町長は、そっけないご返答、ご回答でしたけれども、人口問題につ

いては、やはり何とかふやす方向で、ふやすのは難しいかもわかりませんけど、減少に歯どめを

かけるということも一番大きな課題ではないかなというぐあいに思っています。ぜひそれは、お

願いしたいなということです。

それと、もう一つ質問は、この町、人口、先ほど言いましたように約２万４，０００人ぐらい

ですけども、私、小売業のことばかり言って恐縮ですけども、この町のマーケットから考えて、

やはり今、言われているのは、一業種一店舗しか生き残れないんではないかなというぐあいに言

われております。いや一店舗も難しい、業種によっては難しい業種もあるかもわかりません。こ

の町は既に一人当たりの人口の売り場面積というのは平均値をオーバーしておりまして、オーバ

ーストアの状況になっております。そこで、一つお伺いしたいのは、今、大型店の出店というの

は、なかなか難しいと思うんですけど、その基準は１万平米だと思うんですけども、その法令、

大店立地法ですね、そこは変わってないかどうか、そこのところをちょっと確認したいんですけ

ども。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） その前にちょっと、この中小企業振興条例の本旨というか、目的そのものが具体

的に個々の業者をどうしていくかという、そうした問題ではなしに、それぞれの役割、先ほども

申し上げましたけれども、町民の役割、また、消費者としての町民の役割、そして、中小企業者

の役割、また、それを支えていく経済団体の役割、そして、町の責務、それらをはっきりとさせ

て、それぞれの役割の中で目指す、その町ぐるみで、この地域の経済の活性化を図っていこうと

いうのが、この趣旨でございます。その具体的な個々の施策につきましては、先ほども言いまし

たように、これは理念条例でございますので、いろいろと経済団体等も、その事業者が頑張って

いけるように協力していこうという、そうした思いを集めた、この条例でございます。だから、

具体的に、これがどうだ、ああだという議論は、この条例の作成の、基本条例をつくる中では、

それらは今後の問題になるというふうに思っております。なぜ、これがつくられたかということ

は、先ほども申し上げましたように、単に中小企業の方たちを保護するというものではなくて、

この与謝野町の、その振興していくということは一つの目的ですけれども、そのことを踏まえて、

与謝野町の全体の経済が活性化していく究極は、そこに目的を定めているということでございま

すので、ちょっとご質問の答えになったかどうかはわかりませんけれども、そうした考えである

ということをぜひ、ご理解いただきたいというふうに思います。
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これは、先ほど町民も消費者として、町内において生産、製造、また加工される、そうした製

品や購買や消費並びに町内において提供される、そうした中身について利用を努めていきましょ

うと、できるだけ町内で買っていきましょう、さっきたばこ消費税、たばこのあれが出てました

けれども、町内でたばこを買いましょうという運動がございましたけど、それらと同じように、

できるだけ自分の求めるものを、やはり町内に求めていくような形にしましょうということでご

ざいますので、ちょっと具体的な施策については、今後の振興会議で、また、審議されると思い

ますし、町としては、この条例が制定されましたら、できるだけ本旨といいますか、目的を町民

の方たちにもわかっていただきますような啓発、あるいはシンポジウムを行うとか、そうしたこ

とによって共有していただけるような機会をつくっていきたいというふうに考えております。

大型店舗につきましては、具体的な中身について課長のほうから答弁させていただきます。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 事務的なお話の一部分ですけれども、ご指摘のとおり１万平米以上は、もう

与謝野町の場合には出店ができないということで、ご理解いただいたらというふうに思います。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 先ほど、町長、ご答弁をいただきましたんですけども、理念型の条例であるとい

うことは、私も承知をしております。だから、この条例につきましても、私は結構な条例で大変

すばらしい条例だなということは感じております。ただ、一つ一つやはり物事を解決していくと

いうか、施策というところまでは、なかなか踏み込めなくても、そしたら、どういうことが町と

して責務として、具体的に、どんなことがあるのかですね。ただ、責務を感じているということ

だけではなしに、どういう責務があるのかというとこら辺ですね、その辺については、もう少し

具体的にご答弁をいただいたらありがたいかなというぐあいに思っております。

それと、もう一つは、大店立地法の関係で、１万平米以下は、今、自由出店だというようなこ

とだそうでありますけれども、この条例をずっと読みますと、１万平米以下でも、私の感じとし

ては出店規制がかけられるんではないかなというぐあいな感じがしているんですけれども、課長

は、どういうぐあいなご判断ですか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。規制の以前の問題として理念の中では、この条例の中に

うたっておりますのは、いわゆる間接的か直接的かは別といたしまして、保護という部分につい

ては、そうではなくて、ともに町ぐるみでという中で当然、誘致企業もございますし、それが小

売業なのか、製造業なのかは別といたしまして、一定のルールの中で、法的なルールの中で一定、

進出しましたところにつきまして、町としましては逆に、いわゆる中小企業ではなくて大企業の

位置づけの中で役割分担を明記しておりますので、その中で努力をしていただくという考え方で

おりますので、ご理解が賜りたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） この条例の中では町の役割といいますか、責務も第５条できちんと述べられてお

りますし、中小企業の役割、努力は第６条で述べておられます。また、７条では経済団体等の役

割、責務といいますか役割、そして、大企業者の役割、それぞれきちんとすべて挙げられており

ますし、この言葉に足したり引いたりする中身はないと、私自身は思っております。町の責務の
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第５条、町は町民、事業者及び経済団体等と連携を図りながら社会経済情勢の変化に対応した中

小企業振興のための適切な施策を推進し、財政上の措置並びに国等との連携及び協力に努めるも

のとし、必要に応じて国等に対し施策の充実及び改善の要請を行うものとする。２項では、町は

工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては予算の適正な執行に留意しつつ、中小企業者の

受注機会の増大に努めるものとするというのが、これが町の責務だというふうに理解をしており

ます。

中小企業者の役割及び努力の６条では、中小企業者は経済的、社会的環境の変化に対して自主

の経営の向上、及び改善に努めなければならない。２では中小企業者は事業活動を行うに当たっ

ては経営基盤の強化、人材の育成及び雇用環境の充実を図り、従業員が生きがいと働きがいが得

ることができる職場づくりに自主的な努力を払うものとする。３中小企業者は町が実施する中小

企業振興策に協力するよう努めるものとする。４中小企業者は町内における他の事業者及び経済

団体等との連携に努めるとともに、町内において生産、製造、または加工される製品、並びに町

内において提供される役務の利用に努めるものとする。５中小企業者は地域社会を構成する一員

としての社会的責任を自覚し、暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう努めるとともに、自

然環境との調和を十分配慮するものとするというふうに。また、経済団体等との役割は、経済団

体、これは７条ですが、経済団体等は中小企業者の経営の向上及び改善に積極的に取り組むとと

もに、町が実施する中小企業振興策に協力するよう努めるものとする。

それから、大企業者の役割８条、大企業者は中小企業の振興が本町経済の発展において果たす

役割の重要性を理解し、中小企業者との連携を図るとともに、町が実施する中小企業振興策に協

力するよう努めるものとする。２大企業者は町内における中小企業者及び経済団体等との連携に

努めるとともに、町内において生産、製造、また、加工される製品、並びに町内において提供さ

れる役務の利用に努めるものとする。３大企業者は地域社会を構成する一員としての社会的責任

を自覚し、暮らしやすい地域社会の実現に貢献するように努めるとともに、自然環境との調和に

十分配慮するものとする。

それから、もう一つは町民の理解及び協力ということで、第９条、町民は中小企業の振興が町

民生活の安定及び向上並びに地域社会の活性化に期する役割を理解し、中小企業の健全な発展及

び育成に努力するよう努めるものとする。２番目には町民は、消費者として町内において生産、

製造、また、加工される製品の購買や消費並びに町内において提供される役務の利用に努めるも

のとするというふうなことが書かれておりますし、もう一つ、私はつけ加えたいのは人材の確保

及び育成の支援まで提言の中では掲げておられました。

第１０条、町は中小企業の事業の展開に必要な人材の確保及び育成を図るため就業の支援、職

業能力の開発、その他の必要な施策を講ずるものとする。２町は学校教育における勤労観及び職

業観の醸成が中小企業の人材の確保及び育成に期することにかんがみ、児童及び生徒に対する職

業に関する体験の機会の提供、そのほかの必要な施策を講ずるものとするというふうに、教育分

野にまで、そうしたことが述べられております。こうした提言を受けまして、町は、これを本当

にすばらしい条例だということで、ただいまご提案を申し上げているところです。

議 長（井田義之） 谷口議員。

１ ７ 番（谷口忠弘） 今、条例文を読み上げていただきましたけれども、私も決して、この条例をどう
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のこうのと言うている立場ではないんですけども、今までのスピード感からすれば、私もいろん

なことを商業者の立場で申し上げてきました。できたこともありますし、いまだにできてないと

ころもあるとは思いますけども、スピード感をぜひ図っていただいて、中小企業の皆さん方が与

謝野町で振興が図れるように業者さん、町、商工会もそうでしょうし、連携をとりながら着実に

前へ進めるような形になればいいんではないかなというぐあいに思っております。

時間がありませんので、これで質問を終わります。

議 長（井田義之） 与謝野町中小企業振興基本条例の制定についての質疑の途中ではありますけれど

も、ここで昼食のため、午後１時３０分まで休憩をいたします。

（休憩 午後１２時０１分）

（再開 午後 １時３０分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開し、午前中に引き続き与謝野町中小企業振興基本条例

の制定についてを議題とし、質疑を続行します。

質疑ありませんか。

１１番、小林議員。

１ １ 番（小林庸夫） それでは、産業振興条例につきまして、質問に入らせていただきます。この産業

振興条例につきましては、産業振興会議の委員の方々に長期間にわたりまして、本当にすばらし

い内容の条例を、こうしてつくっていただきましたことに、私自身としましても本当に感謝を申

し上げたいと思っております。質問に入りますまでにちょっと、せんだって２月１日現在の経済

センサスの調査がございましたけれども、その調査におきます、この与謝野町の事業所は幾らに

なっているのか、ちょっと担当課は総務課ですか、商工観光課ですか、ちょっとお聞きしたいと

思います。

議 長（井田義之） 奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 小林議員のご質問にお答えします。今ちょっと資料を持ってきていませんので、

後ほど、ちょっと報告をさせていただきます。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） すみません。経済センサスではなくて、私のほうが把握しております、いろ

いろと議論をした中での事業者数につきましては、申しわけないですがちょっと古いんですけど

も、平成１８年に把握しております数字としては、事業者数が２，２６８ということで、その部

分で、いろいろと議論をしております。

議 長（井田義之） 小林議員。

１ １ 番（小林庸夫） せんだっても、私もこういったことにつきましての質問をいたしましたけれども、

やはりせっかくの調査がございましたので、やはり数字を、きょうの条例とは直接関係ないとい

うものの、またお聞きしたいと思っております。

といいますのは、せんだっての与謝野町の広報、町報も来たんですが、まちづくりのアンケー

トでありますとか、取っていただいております、そういった調査を見ましても、やはり以前の、

新町になりましてからの総合計画のアンケートにしましても、やはり産業でありますとか、仕事

場でありますとか、そういったことの要望、確保という要望、非常に雇用の問題でありますとか、

大きなウエートを占めております。私も非常に、これは大きな課題で、テーマでございまして、
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なかなか一朝一夕には成就をすることでないということは、よくわかっておりますが、何とか、

これがてこ入れができたらと思いまして、私も、きょうまでそういったことも申し上げて、ほか

の議員さんも申し上げておられました。

今回の一般質問でも、やはりそういった少子高齢化の問題でありますとか、あるいは学校統合

の問題でありますとか、すべてやはり若い方が住んでもらうことによって、人口がふえることに

よって、自然という表現はよくございませんけれども、解決の方向に向かうことではないかと思

っておるんでございますが、本当に、この経済力がない地域というのは、本当に年々、この地域

も、そういった形になっておりまして、じっとしておればじっとするだけ停滞していくと、本当

に自治体間の競争にもなっておると思っておりまして、本当に、このたびの、こういった中小企

業振興条例が提案をしていただきましたということにつきましては、非常に私も大きな期待を持

っております。

私、町長に１点だけ、条例の中身につきましては、特段、何も申すことはございませんし、第

４条に、やはり町は、いわゆる目的を達成するため、前条の基本方針に基づいて、次に掲げる施

策を行うものとするということで、七つほどうたってあります。一つには次世代産業の担い手づ

くりのため施策。二つ目には伝統と匠で開く新技術のものづくりのための施策。三つ目には各産

業の連携と支え合いづくりのための施策。四つ目には観光との連携によるにぎわいづくりのため

の施策。五つ目には働く場づくり、仕事づくりための施策。六つ目にはすべての住民が参加でき

る産業振興のための施策。七つ目には、そのほかに町長が必要と認める施策ということで、けさ

方もいろいろと、政策型じゃなしに、理念型の条例だということでございますが、私は、この

７項目の、非常に、ここに期待するものでございます。きょうまでも町なりの、きょうまでの取

り組みもいただいておりますし、また、我々も意見を申し上げてきましたけども、まず、町長に

一つだけ確認をしたいのは、やはり今まで以上に、この町の浮沈がかかっておると、私は思って

おりまして、何とか、こういった形のことに全力を挙げていくんだという非常に力強い決意の気

持ちを、ぜひ言葉で聞かせていただきたいことと。約束をしていただくということをお聞きした

いと、これを１点だけお尋ねしたいと思いますので、よろしくお願いします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 当然、これは町の条例として認められていただきましたら、やはりこれは、もう

町にとっては中小企業振興条例というのは、もうそれは大きな後ろ盾、また、目標になるわけで

ございますし、これがつくられた本来の目的は、中小企業を振興することのみならず、究極の目

的というのは、この町民に豊かな暮らしをもたらし、持続可能なまちづくりを進めること、すな

わち町民の生活の向上を図ることということが、もう最前提でございますので、これは当然、行

政にも課せられた大きな責務であるというふうに思いますし、それを行うには今回、こうして皆

さん方、業者の方だけではなしに、町民の責務等も明らかにしていただいて、まちづくりで、そ

れをやっていくんだと、それについては、こうした柱を一つの方針として町が、それを具現化し

ていく、そのことによって最終の目的を果たしていくということでございますので、当然、これ

を遵守し、それに、目標に向かって、ともに進んでいくということは、お誓いするというか、も

う一度、決意を新たにするということでご理解がいただきたいというふうに思います。

議 長（井田義之） 小林議員。
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１ １ 番（小林庸夫） ただいま町長の決意と申しますか、そういったお約束ということをお聞きしまし

たので、私たちも町長のただいまの言葉を一つの糧として、今後、いわゆる今まで以上に、こう

いったことの提言なり意見なりを申し上げたいと思います。また、町長も申されましたけれども、

第１０条には、いわゆる人材育成ということもうたってございますし、本当に将来を、この町を

どのように力強い地域にしていくかという、非常に大きなポイントがあると、私も思って、見さ

せていただいております。ほんとうに、こういったことを、ただ、条文にせずに、やはり行政ば

かりじゃなしに、町民も含めて、やはり、そういったことに全力を挙げて、いわゆる皆さんの英

知を持って活況のある地域にしていきたい。それによって、やっぱり若い人も帰ってくる、そう

いうもろもろのいい方向に展開していく礎に、一つこれをスタートにしていただきたいと、これ

は私たち自身にも課せられた問題だと思っております。

以上で、質問を終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

２番、和田議員。

２ 番（和田裕之） 失礼します。それでは、議案第２３号 中小企業振興基本条例について、何点か

質問をさせていただきたいと思います。

この中小企業振興条例の策定に当たりましては、産業振興会議やプロジェクトチームの皆さん

には大変ご苦労をされ、努力された、こういう点が制作過程や、策定過程ですね、条文の中にも

伺えるのかなというふうに思っております。ここで改めて感謝を申し上げたいと思います。

全国では深刻な地域経済、こういったもとで全国商工団体連合会、いわゆる民商などが中小企

業振興条例づくりに向けて要望を行ったり、また、提案を行ったり議案づくりにかかわった自治

体があります。また、商工会ですね、商工会議所、この方々と協働して策定しておられる自治体

も数多くあります。そこでお伺い、まず、１点目をお伺いしたいと思いますが、当町で、この条

例案、農業というものが加えられておりますが、名称を産業振興条例ではなく、中小企業振興条

例、これにされた点について、まず、課長にお伺いしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。中小企業者という位置づけにつきましては、中小企業基

本法にうたってあります第２条、１項にうたってあるんですけれども、その他の事業所という部

分につきましては、私のほうとしては農業も含まれているというふうに思いますし、規模の問題

もありますけれども、与謝野町には、そういう法人的なところは非常に少ないですけれども、そ

ういう位置づけをもってやっておりますし、その根源としましては、まちづくりの、町全体の中

で取り組む意味の中では当然、経済団体の中にもＮＰＯも入っておりますし、そういう意味では

農業も、当然、農商工連携とか、いろんな取り組みも今、なされようとしている、この状況下の

中には、ぜひとも一緒になってやっていこうということもありますし、それから、産業振興会議

を立ち上げたときにつきましても福祉、農業も、ともに、この行動プログラムを実践していこう

という形で進んできておりますので、その中も一つになったという意味では、この条例の中に提

言される中には一緒にということで、強い要望があったということでございます。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ありがとうございます。当町の基幹産業であります農業ですね、これを入れられ
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たということは、私も非常に重要なことかなというふうに思います。次、２点目なんですが、こ

の条例は、町が地域の中小企業者を重視して産業の振興を柱に据えているというわけでありまし

て、この点は画期的であり、また、重要な意味を持っておると考えておりますが、その意味合い、

位置づけを課長にお伺いしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。基本として思っておりますのは、この中小企業振興基本

条例のもとになる部分としましては、簡単に申し上げますと、この地域の経済の活性化を一つに

取り組むといいますか、活性化の一助となる一番大きな母体としては中小企業であるという意味

合いの中から、こういう形をもって、皆さんが保護をするのではなくて、皆さんが、中小企業の

活性化によって町の活性化が図れるという位置づけの中から、こういう思いが一つになって、こ

の形に上がってきまして、それを町として受けとめておるという位置づけで今回の提案というふ

うに私は認識をいたしております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） わかりました。次に、この条例によって午前中の町長も答弁されましたが、町の

責務、中小企業者の役割と責任、経済団体等の役割、そして、大企業の役割、町民の理解と協力、

これが明確になるわけですけれども、とりわけ消費者である町民の皆さんの理解と協力というの

は、これは非常に大事だというふうに、私は考えております。午前中の谷口議員の質問でもござ

いましたけれども、ものというのは今はインターネットでも買える時代でありまして、価格の面

でも非常に売りにくい現状であるというふうに思っております。私自身、小売業もしております

ので、実感をしているところなんですけれども、業者のほうも、この付加価値をつけるなりして、

努力は大変必要だというふうには感じております。この条例といいますか、条例といいますと大

変難しいというふうに受けられると思うんです。その中で町民の皆さんに理解していただくとい

うために、どういう形で、この条例を広げていけるかというのは、重要だというふうに思ってお

るんですが、これはどのような形で具体化されるのか、その点についてお伺いをいたします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほど名称が、なぜ中小企業振興基本条例なのだということですけれども、与謝

野町の多くが中小企業、あるいは零細企業だということが、まず、１点。それと業者の方であっ

ても、この町では一消費者であり、一住民であり、その仕事の上では、そうした企業ということ

でしょうし、そうしたこと。それから、経済団体の中には、大きい団体の中でも金融機関であっ

たり、農協さんであったり、商工会であったり、本当に、もう身近な、大きなくくりでいえば大

きな企業ですけれども、その地域にとっては身近な、そうした業者、それにＮＰＯ、また、社会

福祉法人、また、これは医療法人等も入ってくると思いますけれども、やはりそこに住んでいる

生活者という視点も大事だというふうに思いますし、産業となりますと何か枠があって、という

ことじゃなしに、町民一人一人が、そういういろんな立場で、その責任を担っていくんだという

ことを明確にしようと思うと、やはり中小企業振興基本条例であるほうが、よりわかりやすいん

ではないかというふうな、私自身は、そういう思いで、この名称を使わせてもらいました。

それから、これらを広げていくのに、どうしたらいいかということですが、今回の、この条例

の特徴的なところは、先ほどお答えいたしましたように、この基本施策につきましても、これは
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産業振興ビジョンのほとんどの項目、方針が、今回の基本的方針になっております。その産業振

興ビジョンをつくりましたのも、多くの町民の皆さんの力を借りてつくってきた中身でございま

す。これらを振興させていくには、やはり産業振興会議が、やはり今後の、これを推進していく

多くの住民の方、企業者や、それぞれの立場の方が入っていただいておりますので、その方たち

に若干組織や運営に関して必要な事項は、別に定める必要があるかと思いますけれども、それら

の方々にお願いをし、こうした方針に基づいた施策を進めていく、その牽引役といいますか、そ

うしたものになっていただきたい。それに対して、町は、その中で果たせる責務をしていく。特

にこの中身について、先ほどもひんしゅくを買いましたけど、長々と、それぞれの責務を言わせ

ていただきました。それはやはり町民の方たちにも理解していただかなければという思いで、私

は、朗読みたいな形になりましたけど、述べさせていただいたんですけれども、それぞれみんな

が共有していかなければなりませんし、そうした認識を持っていただけるような取り組みを振興

会議の皆さん方とともにやっていきたいなというふうに思っております。

まずは、やはりこの中身を知っていただくための、そうした場を設けるシンポジウムになるの

か、いろんな懇談会になるのか、そうしたことで、広くこの中身を知っていただいて、お互いに

共有して町のみんなで取り組んでいけるような、そういうことを進めていきたいというふうに思

っております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ありがとうございます。私も産業ではなく中小企業という、こういうのがわかり

やすいなというふうに、私も実感しております。ご答弁ありましたとおり午前中、朗読していた

だいて、このことも知っていただくような、大変重要なことだったんかなというふうに思います。

最後の質問なんですが、全国の条例の先進地、例えば墨田区ですね、このあたりでは町の予算

枠についても町全体の何％かという形で大きな成果を上げられているというふうにお聞きしてお

るんですが、今後、具現化される中で、このようなこと、町の予算の何％かというような形で検

討だとか、研究されるということも一つ、必要になってくるんではないかなというふうに考えて

おりますが、いかがでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 今後の産業振興会議の中で、それらを具現化することの提案があれば、また、そ

れらをよく練った形でしていくということになろうかと思いますし、今この場で、する、しない

ということについてはお答えできませんが、先ほど来もいろいろとご提案もございますので、そ

れらを含めて今後の施策に生かしていけるような取り組みをしていきたいというふうに思ってお

ります。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ぜひともよろしくお願いします。以上で、質問を終わります。ありがとうござい

ます。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

５番、塩見議員。

５ 番（塩見 晋） それでは、今、上程されております議案第２３号につきまして、若干の質問をさ

せていただきます。その前に産業振興会議で、いろいろとプロジェクトチームをつくられて議論
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され、提言書をまとめられました。そのことについて本当に感謝と、ご苦労さんでしたというこ

とを申し上げたいと思います。

この件につきましては、所管の委員会で一応の説明や議論はしております。そこで町長にどう

してもお尋ねしておきたいという点がございます。といいますのは、第１１条の中でつくられる

ことに、議案が通ればですよ、つくられることになっております産業振興会議というものですね。

これにつきましても、こういうフロー図というのをちょっといただいておるんですが、これを見

ましても、もうほとんどここの、これ後からできる産業振興会議が大きな今後の施策や方針のウ

エートを占めるような感じを受けております。そういう意味で、町長は与謝野町の、この産業振

興会議に、どのように思っておられるか、また、どういう構成で、この会議を起こしていかれよ

うと思っておられるのか、その部分についてお尋ねいたします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 現在、この産業振興会議といいますものは、設置要綱に基づいて産業振興ビジョ

ンの具現化について検討する会議として位置づけておりますけれども、この条例の中に位置づけ

直して、そして、条例の推進役としての役割を持たせたいというふうに思っております。

現在、産業振興会議の任期は平成２３年度末まででなっておりますので、平成２４年度からは

条例に基づいて現在の設置要綱を廃して、新たに会議規則として制定する方向で考えております。

委員につきましては、これからの与謝野町の地域経済について大所高所から審議していただける、

そうした中核人材を選出したいというふうに考えておりまして、公募につきましては若干名を予

定をいたしております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） ありがとうございます。公募も含めて大所高所から検討できる方は、また、お願

いするということです。それで、もう一つ気になるのが、そうすると、いわゆる産業施策や、そ

の推進に、この産業振興会議がかかわらないと何も提案ができないようになるのかという部分を

ちょっと危惧しておりまして、いわゆる一個人とか、一事業者とか、そういう立場で、やはり与

謝野町の産業振興とか、いろんな施策について、いろんな提案や、そういうことも持たれる方も

あると思うんですが、そういう部分は、どういう方法で吸い上げていかれるおつもりをされてお

られますでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） ここの４条で基本的施策ということで、先ほど小林議員が言われました６項目ま

では、これは産業振興ビジョンで作成されました基本方針ですけれども、７項目に、前号に掲げ

るもののほか町長が必要と認める施策というのも挙げていただいております。いろんなご意見が

あろうかと思いますし、先ほどスピーディにというご意見もございました。そうした中で町が、

これは必要だと思えるようなことがありましたら、やはりそれらについては町としても具現化し

ていく、また、それらについて産業振興会議のご意見も聞くというような形になろうかと思いま

すけれども、できるだけ多くの方たちの意見、そして、それが町の活性化につながるものであれ

ば取り入れて進めていくと、具現化していきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 私が一番聞きたかったのは、そういう一個人、一事業者の、そういう提案や思い
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を、それでは、どういう形で町に訴えればいいんかということが一番知りたかったわけで、担当

の、それぞれの課長、あるいは、いろんなそれぞれの担当の職員さん、そういう方に直接、お願

いをするという方法も十分通用するというふうに理解しておいてよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） そうした意見や要望というのは、当然、出てくると思いますし、それらについて

は今までと同じように、今まででも、それはある程度、そうした、いただいたものが妥当性があ

るのか、あるいは、全体の町民の方にとっても、どうなるかということを、やはり公平に見る必

要がありますし、町としても、それを考えていく中で、やはり産業振興会議のご意見等も、先ほ

ど申し上げました全体的な中で、どうかというようなこともお聞きするという、そういう手順を

踏んだ上で具現化できるものはしていくという方法をとりたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 最後に、皆さんもおっしゃったことなんですが、これは理念条例でありますので、

特に事業者じゃなしに、一般住民のサラリーマンとか、そういう農業をされている方とか、そう

いう方に、いかにわかってもらうかということが、皆さんおっしゃってましたけども、非常に重

要だと思うんですが、その中で町長は、いろんな方法でやっていくというようなことも、先ほど

おっしゃいましたが、私は、一つ提案したいんですが、来年度も町政懇談会を行われるようでし

たら、そういう部分で各地区を回られたときに、丁寧に、この条例のことも説明していただいて、

理解を早めていただくというようなことをお願いしたいと思うんですが、この点はいかがでしょ

うか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 来年度の町政懇談会の中身については、まだ、検討しておりませんけれども、一

つのご意見として聞かせていただきたいと思います。

議 長（井田義之） 塩見議員。

５ 番（塩見 晋） この５条の中には町の責務ということも、しっかりうたわれております。ぜひと

もど真剣で、この産業振興に取り組んでいっていただきたいということを申しまして、質問を終

わりにしたいと思います。ありがとうございました。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１２番、多田議員。

１ ２ 番（多田正成） それでは、中小企業振興条例についてお尋ねをしてみたいと思いますが、町長に、

まず、くどいようですが、町長は、この２期目に、１１年に中小企業基本法が改正された中で、

地方自治法の中小企業施策が努力から責務に改正されまして、町長は２期目の再選で重点課題に、

この中小企業振興条例の制定を掲げられました。その思いをちょっと、まず、聞かせてください。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 新しい町ができましたときに、いろいろとアンケートをとって、総合計画がつく

られました。先ほども、どなたかの議員がおっしゃいましたように、この地域の大変経済の疲弊

した中で何とか、いろいろな方法がないかというようなことが、そのあらわれが一つ、商助とい

う、先ほどではないですけども、言葉にあらわれていたというふうに思います。そうした中で、

じゃあ具体的にどうしたらいいのかというところで、非常に私自身も、どういった手が打てるか
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というふうに思いましたけれども、やはり、この町を活性化していくには、やっぱり町民の皆さ

んの、そうした頑張ろうという気持ちや、あるいはお互いに連携していこうという、そういう気

持ちがなければ、何ぼいい施策であっても、何ぼいい条例であっても、それはかなわない夢にし

かならないわけです。ですから、ある意味、時間はかかりましたけれども、産業振興ビジョンを

つくり、その中で大いに議論していただいて、この与謝野町に合った産業振興施策、あるいは、

そうした考え方をまとめていただく、そのことが、まず、みんなが心を一つにすることが大事だ

というふうに思いましたので、言葉としては、項目としては、もう中小企業振興基本条例という

ような形で、一つの言葉として挙げさせていただきましたけれども、やはりそれらを真剣に町民

の方、事業者の方、それぞれのお立場で論じて、一本の柱をつくるべきだというふうな思いの中

で、今回、でき上がった産業振興ビジョンを具現化していく、そのために産業振興会議をつくら

せていただいて、その中で本当に手を挙げていただいた委員さんたちが、本当に真剣になって、

今回の条例のための、わざわざプロジェクトをつくって、その中で論議をいただいて、こうして

提案をするところまで町のほうも至ったわけです。

そうした意味で、これができて終わりではなしに、これからがスタートだというふうに私自身

は考えておりまして、皆さんとともにつくった、こうした条例に基づいて、それぞれ示された基

本方針、また、責務に基づいてお互いに協力をして、この地域の活性化に、ぜひ真剣に取り組ん

でいきたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） 町長のおっしゃるとおり、この町は、町長もご存じのように、この町は本当に織

物で栄えてきた町でして、それがここ２０年来、衰退に向かって大変、この経済状態が厳しい、

農業関係については地場産業ですけれども、農地面積も変わらず、同じような経済状態だし、ま

た、施策もたくさん農林関係にはありまして、一生懸命、農業のほうについては頑張っていただ

いておりますけれども、何せ、その織物業界というものが、大変衰退してきまして、この町の経

済を大きく変えてしまったという中で、その商工会が、この経済団体とあるわけですが、この振

興会議を立ち上げられて、商工会が経済団体である中で振興会議を立てられて、こういった動き

というかの、そこは町長は、どういうふうにお考えでありましょうか。商工会という位置づけを

どのように考えておられるでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 商工会という、今まで、そこを頼りにといいますか、そこを中心にということだ

ったんですけど、それだけではなしに、やはり今回、申し上げましたのは、小さい企業であって

も、その事業者として頑張っていただいているところ、やはりそうしたところの考え方をまとめ

ていく、そしてまた、それらの商工会という形、この中小企業振興条例は商工会だけではなしに、

そのほかの経済団体も一緒になって、そして、産業の振興に努めていこうと、中小企業の振興に

努めていこうということですので、決して切り離すことはできませんけれども、全体の中で、商

工会だけではなしに、先ほど来、出てますように農業であったり、福祉団体であったり、ＮＰＯ

であったり、そうした方々も一緒に、この町の雇用や、活性化等について経済を回していく仕組

みの中で、ともに知恵を出して頑張っていこうということでございますので、今後についても大

変重要な団体であるというふうに思いますし、それだけではない、大勢の方の意見や、また、考
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え、そして、協力を求めていく上で、この中小企業振興基本条例が大きな役割を果たしてくれる

ものというふうに思っております。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） 今回、振興会議で振興会議の皆さんには本当に多くの時間を費やしていただいて、

振興条例を策定していただきました。このことが、この町にとって生きてくることを望んでおる

んですが、今回の町長のおっしゃいました、この条例は、理念型ということであります。大変申

し上げにくいんですが、理念というものは経営者が考えるものであって、振興会議は、その施策

に対して、理念に対してどう条例をつくっていくかが、私は重要だと思っているんですが、その

理念を振興会議の皆さんに時間をかけてつくっていただかれたのも、これも一つの方法かもわか

りませんが、どんな企業にしても、経営者が理念を立てて、そして、その理念に向かってどうい

う条例が必要なのかということを決めていくんだと、私は考えておるんですが、その辺は町長は、

どのようにお考えでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） それは、もちろんそれぞれの事業者の方たちが自分たちの仕事、商売を、あるい

は、その仕事を、業務を進めていくためには一つのポリシーを持ってされるのは当然だと思いま

すけれども、ここで言っておりますのは、そうした方たちだけじゃなしに、その人たちの力も必

要だけれども、それだけではなしに、ほかの、例えば商工会であっても、やっぱり金融機関との

連携が、協力がなければできないわけですし、それぞれの事業者の方もそうですし、それぞれの

経済団体、あるいは、中小企業の方、また、個人営業をしておられる方、また、住民、それぞれ

が同じ理念、方向を持って、それに向かって進めていくと、その中で、それぞれが持つべき役割

を進めていくということの今回は、そういう提言でございます。

産業振興会議で、すべてこの中小企業振興条例だけをやっていたわけではなしに、それぞれ部

会を持って、これを進める、その一つの考え方になるものを考えるところ、そして、それぞれの

専門部会でも、いろいろな施策の中身を考えていただくところ等が、やはりお互いに連携しなが

ら、また、振興条例をつくるに当たっても商工会だとか、農協さんだとか、いろんな経済団体等

も意見を聞いて、その意見も含めた中で、この条例ができ上がっておりますので、そういう意味

では、町民全部でつくった振興条例だというふうに、私自身は思っております。ですから、それ

ぞれの責務の中で新しいまちづくりの基本として、この条例を据えて、そして、それぞれの責務

を果たしながら、できるだけ地域で経済が循環していくような、そういうシステムをお互いに共

有しながら進めていこうということでございます。

一番、岡田先生に褒めていただいたのは、よその条例を見ていると、ややもすると議会や町が

提案して、そして、できた条例が多いと、しかし、この与謝野町の取り組み方は総合計画をつく

るところ、あるいは産業振興ビジョンをつくるところから町民の方が参画をしていただいて、そ

してなおかつ、その中に役割として、先ほど申し上げました他の経済団体とも連携をしながら、

意見を聞きながら、この条例をつくり、なおかつ、その推進役に産業振興会議が今後も引き続き

やっていくというところまで条例化されているところに、この振興条例のいいところがあると。

ですから、そうやってみんなでつくり上げていただいたものですから、先ほども申し上げまし

たように、町としても真剣に、その理念に沿って頑張ってまいりたいというふうに考えておりま
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す。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） 町長のおっしゃるように町民全体、また、中小企業者全体で、その理念を一つに

して町民とともに、この町を振興させていきたいというお話は、今、町長のお話を聞いてわかる

わけですけれども、それでは、具体的に２、３点、中身をちょっとお聞きしたいと思います。

５番の基本的施策なんですけれども、ここ１から７までうたってあります。１番目には、次世

代産業の担い手づくりための施策、基本的施策が条例にうたってあるわけですが、私の思いは総

合計画に、ほとんどこのことはうたわれている。文言が少しは違うかもわかりませんが、ほとん

どその振興に向けて、この町の活性化に向けての施策はほとんどあります。私は何が申したいか

といいますと、この次世代産業担い手づくりのための施策に対する条例がどうあるべきかという

ことが、そこを町長は、どのように考えておられるんでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 私にとっては、ちょっと理解ができませんので、どういうことなのか、もう一度

お願いいたします。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） 例えば、具体的に、こう申し上げますと、１０番の町民の理解と協力というとこ

で、町民は消費者として町内において生産、製造、または加工される製品の購買や消費並びに町

内において提供される役務の利用に努めるものとするということは、町内の皆さんにご理解して

いただいて、地元のものを消費していこうという、そして循環型町内をつくっていこうという、

社会をつくっていこうというあらわれだと思うんですけれども、こういったことに対しての施策

は、例えば商品化事業もその一つです。そういった意味が、施策は総合計画に掲げてあるんです

が、そのことを振興させたり、活性化させていくために、どう条例が必要なんだということを、

どういうふうにお考えでしょうかということがお聞きしたいんです。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 先ほども申し上げました、これ理念条例がございますので、こうした方針もきち

っと皆で共有をして、こういう方向に行くんですよ、これをやっていくんですよということを、

この条例でうたっております。はっきりとその中で位置づけられたということでございます。そ

れを、じゃあ具体的にどうしていくのかという中では、先ほど来申し上げておりますように、町

も今後は政策として、それを具現化していくことに一生懸命になるわけですけれども、やはりこ

うした振興会議の中で、これらの施策を具現化していく、そうした企画だとか、方法だとか、中

期に取り組むものだとか、すぐに手を打つべきというふうなことも一定の整理をしていただく中

で、町として、それを今後、どういう施策としていくかということを、この方針に基づいて具現

化していくということになるというふうに理解していただけたらと思います。

そのときには、政策として出しますので、もちろん予算が伴ったりということで、議会でも十

分ご議論いただけるもんだというふうに思っております。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） そこまではわかりました。そうすると、今後、振興会議で、そこの具体的なとこ

ろをどうして施策は、振興会議で出されたものを、どう施策を打っていくかということが、ここ
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に約束されとるという意味にとらえたらよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） そのとおりです。振興条例ができておりますので、この条例を推進していく推進

役として産業振興会議が機能していくということまで、この条例の中にうたっておりますので、

推進役として振興会議が進めていくという方向性でお願いがしたいというふうに思っております。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成）次に、質問をかえます。今度は（９）の大企業者の役割ということでありますが、

このことは、大店立地法の、これにも影響してくると思うんですが、けさほども谷口議員のほう

から少し質問があったようですが、このことについては、理念ですから、これでいいのかなとい

うふうに思うんですが、プラントフォーというような、以前そういう問題も、大店法が出てくる

ということでありますが、改正されて少し小規模のものしか来れないということになってるんで

すが、大企業の役割というのは、雇用については大変、この町で貢献をしていただいております

が、大店については、ほとんどの町の小店がなくなってしまったという、きょうまでの環境があ

ります。強いて言うなら、大健闘されているのが小店の集まりのウイルであります。そこはもう

この町の小店が集まって、大型化されたウイルというショッピングセンターをつくられておりま

す。今後こういったあたりが出てきますと、この役割の中で大店が雇用の貢献はしていただきま

すが、まず町を守るために、どうそこをしていくのかと、小店を守っていくのかという当たりが

非常に抽象的で、ここがわからないんですけれども、この辺は町長どのように大店についての考

え方を持っておられるでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 与謝野町におきましては、大きな、大企業というのは非常に少ないというふうに

思っておりますけれども、それらに、事業所や営業所は持たない大企業といいますか、そう考え

られるような企業があるというふうには思っております。この３条のところに、基本方針であり

ます町民、事業者、経済団体及び町の連携のもとに一体となって推進するという規定に基づきま

して、多くの労働者を雇用し、地域社会や、あるいは中小企業に対して大きな影響力を有してい

る大企業者に対して、町が実施します中小企業振興策に協力するように努めることを役割として

求めております。

また、町内の中小企業者及び経済団体等との連携や、あるいは町内製品等の積極利用、また地

域貢献など、中小企業振興、地域経済活性化に果たす役割を求めているというふうに理解いただ

けたらと思います。ここまで突っ込んだ中身の検討をいただいていることにつきましても、大変

すばらしい条例だというふうに私は思っております。

議 長（井田義之） 多田議員。

１ ２ 番（多田正成） 言葉では大変理想的であって、その循環型なり、また大店の連携によって、ほか

の形で商品を仕入れていただいたり、いろんな形、それから雇用が新しく生まれてきたりという

ことで、この町の活性化につながることは事実だと思っておるんですが、その影に、きょうまで

には多くの小店がなくなってしまいました。そういった環境の中で、どう活性化していくかとい

うことなんですけれども、今回は、この総合計画を条例化させただけみたいな形になっておるん

ですが、今後ぜひとも、この中小企業の振興策にもっともっと、その力を入れていただいて、き
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れいごとで終わらないように、絵にかいた餅にならないように、どう町長に頑張っていただくか

ということが、今後のかぎだろうというふうに思ってまして、そのために、活性化させるために、

この条例を町長はつくっていかれたんだと思いますが、最後にもう一度、その辺の決意を、人が

してくれないと、これはできないんですよという、そういう安易な考えではなしに、どう町とし

て活性化させていくかということを、もう一度町長の思いをお聞かせください。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） その前に、大企業ということに対して、ちょっと誤解があるんではないかなとい

うふうに思いますけれども、確かに与謝野町内の事業所、あるいは営業所は、大企業の定義を満

たしておりませんが、企業全体的な規模としては、大企業の条件を満たすところは、この条例に

おいては、大企業と位置づけております。

例えば、スーパーだとか電気量販店、あるいは金融機関、それらは大企業というふうに考えて

おります。ですから、今までも、そういったところとは中小業者の方たちも連携をしたり、ある

いは、それぞれの地域の特産品なんかも、そうしたスーパーでも置いたりというようなことで町

の活性化については、協力をいただいている部分もありますし、それから、やはりちゃんとした

条例にのっとって、あるいはルールにのっとって進出してこられた企業については、やはりその

場で雇用も生まれてまいりますので、そうしたものもやはりお互いに連携して、協力をして地域

の活性化に努めてもらうということを条件に、やはり今後も考えていく必要があろうかというふ

うに思います。

今おっしゃった個々の中小企業の活性化についての振興策、それは、先ほども出ておりました

けれども、個々の中小企業の方たちの振興のためには、個々で努力をしなければならないという、

その責務というか、あれもあるわけですので、やはりそれらが公平に全体の、与謝野町全体の中

で、どういう施策が、その人たちも含め、町民の人にとっても、先ほど申し上げましたように、

与謝野町の町民の方たちの生活が向上していく、豊かになるところでの役割を果たしていただけ

るような、そうした施策について、町も真剣になって考えてまいりたいというふうに思っており

ます。

１ ２ 番（多田正成） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１５番、勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） それでは、京都府下で初めてとなる、この中小企業振興条例ということで、報道

等でも高く評価されていると思っておりますし、それから、産業振興会議の中で、大変な時間を

費やして、これの完成に向けて努力いただいた、このことについて、まず敬意を表しておきたい

と思っておりますが、今、町長のほうからお話があったんで、若干、私もわかったんですが、せ

んだっても全協の中でもお聞きしとったんですが、いわゆる大企業者という認定の考え方ですね、

これについて私も今、町長のお話を聞いて、私は金融機関だけかと思ったんですが、いろいろあ

るなと思ったんですが、この与謝野町では、何社といいますか、何店が、現在、これの大企業者

と言われる判定になっておるのか、ここのところをお願いします。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。それぞれの規定がございますが、先ほどもちょっと触れ
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ましたけれども、ちょっと古いデータしか今のところ、センサス関係がまとまってないというふ

うに私も認識してきておりますので、１８年版で、先ほど言いました２，２６８事業所という部

分の中での１８年度現在で一応１００人を超えるという、従業員ですけれども、ところでは４事

業所というふうに把握をしております。具体的に言えば、大きいところで、製造業であれば日本

冶金さんとか、そういうところがあるかというふうに思いますけれども、小売業に至っては、そ

ういうところは、企業体としてはありますけれども、与謝野町の事業所としての位置づけではな

いんではないかなというふうには認識しております。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） 第８条で、大企業者の役割というのが書いてあるんですが、国のほうでも、これ

に似た法律があると思っておりまして、法律第７４号で中小企業の事業活動の機会の確保のため

の大企業者の事業活動の調整に関する法律というのがあるわけですが、これと重なっている部分

というのがあるんではないかという気がするんですが、それはありませんか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） そこの部分の整合性というのは、私自身が勉強しておりませんけれども、あ

くまでも町の条例という位置づけの中では、今、町長が何回も申し上げておられますような部分

としての位置づけを持って役割を明確にしているということでございますので、全文、確認をさ

せていただいたら共通の部分があるかと思いますが、町の思いとしては今、申し上げました形の

中で条例を制定しているというふうにご理解いただければありがたいと思います。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この条例の中で、私はなぜこういうことになったんかなというふうに思っており

ますのは、先ほど来から町長が強調がされた部分に、いわゆるＮＰＯ団体と社会福祉協議会のこ

とも町長おっしゃいました。本来的に言いますと、私はこの第２条でも、この定義の中で、私は

これは町民活動の団体といいますか、町民活動団体と、そういう位置づけでＮＰＯや社会福祉団

体は分けておく必要があると。幾つかの、私も先進事例を見てみますと、やはり分けてるところ

もかなりあるんですよ。今回、これを一くくりにされて経済団体ということになった理由につい

て、ちょっと私はお伺いをしておきたいと、このように思っております。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 議員、ご質問のとおり、振興会議の中でも、かなり議論がなされました。結

論から申し上げますと、経済活動の発展に寄与する団体というくくりの中で、幅広く協力を願い

たいという思いを込めて議論がされまして、町としましても、その部分としての、等というくく

りの中でまとめるべきかなということで、この形を取らせていただいたということです。

議 長（井田義之） 勢旗議員。

１ ５ 番（勢旗 毅） この与謝野町の、今、ＮＰＯ団体の中には、京都府下でも屈指といわれるような

団体もありますし、大変な雇用力を持っていらっしゃるところもあります。

あるいは、社会福祉法人にしても、大変な今、雇用力があります。そういうふうに考えると私

は、なぜ一くくりにするのかなと、むしろ分けとくほうが自然だというふうに思って、それはそ

ういう結論だというふうにお聞きしましたけれども、ぜひ、これは今後の中で、本当にそれが実

態としていいのかどうかということを、私は考えてほしいなと、このようにお願いをしておきた
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いと思っております。

それから、最後にもう１点お尋ねをしますのは、最初は第１回目のがわーくぱるで、私ども勉

強させてもらったことがございました。岡田先生が見えましてお話を聞かせていただきました、

中小企業振興条例につきまして。岡田先生からお話を聞きました折のモデルというてはなんです

が、全国の先進地と言われるところの名前を岡田先生から聞きまして、私は若干驚いたんですが、

九州の由布院をはじめとして、非常に、全国的に、きょうまで何十年かかって地域の活性化を目

指してやってこられたところがほとんどだったんですね。私は岡田先生に、本当に先生、この条

例をつくって、ここに走れるんですかということをお尋ねを、後でしたんですけどもね、この振

興会議の中で、もし全国的に、こういう町にしたいな、あるいはこういう市にしたいな、そうい

った議論があったところがありましたら、ちょっと参考に聞いておきたいと思うんです。なけれ

ばよろしい。なかったらないということで。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） いろんな先進地事例については、参考として横並びにしながら施策のあり方

等につきましては、議論をしていただいたところでございます。目標につきましては、簡単に申

し上げますと、その町々の施策というか、条例はあるんですけども、最終的には与謝野町流の条

例をつくっていこうということで、最終的に今回の形を提案いただいたということでございます。

１ ５ 番（勢旗 毅） 終わります。

議 長（井田義之） ここで暫時休憩をいたします。

午後２時５５分まで休憩します。

（休憩 午後 ２時３８分）

（再開 午後 ２時５５分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、中小企業振興基本条例の制定についてを議題とし、本会議を再開し

ます。

質疑の前に、先ほどの小林議員に対する答弁の申し出が奥野課長からありますので、これを許

します。

奥野総務課長。

総務課長（奥野 稔） 先ほど、小林議員からご質問がありました。議員もご承知だと思いますけども、

経済センサスは２月１日ということで、基準日になっております。したがいまして、その結果が

出るのは来年の１月ということになっておりますけども、昨年の６月に事前確認ということがあ

りました。その中での件数は２，０７１件でございます。これで２月１日現在の廃業だとか、新

規だとか、そういった要因がまとめられまして、来年の１月に調査結果がまとまるということに

なっております。以上でございます。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

７番、伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） それでは、私も、何人かから質問が出てましたが、たくさん言うつもりはありま

せんで、一言というわけにいきませんけど、よろしくお願いします。

私は、この条例案と関連資料等々を読ませていただきました。感じたのは、総合計画の観点か

ら協働規定ですね、それから商助の規定、この視点の内容から一貫して、その内容が貫かれてい
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るなという感じをしました。また、私自身が一般質問でも取り上げてまいりました内容ですが、

かなり含まれておりまして、満足をしております。振興会議の委員の皆さんには、真剣な論議が

されてきたということが、それがあったからこそ、でき上がったんではないかというふうに実感

をしているところです。本当にご苦労さんでした。

それでは、質問に入りたいと思います。４点ばかりお尋ねしたいと思います。ちょっと全体と

しては、ちょっとまた前後しますけども、いろんな各所に、非常にどういいますか、知恵が出て

いるというかね、この理念条例とはいえ、知恵が詰まっている中身だなということを実感してい

るわけですけども、幾つか、そういう褒め言葉はあんまり言いませんけども、今回は。褒め言葉

は言いませんけれども、その言葉を置いといて質問したいと思います。

１点目は、中小企業者の規定の問題です。参考資料５ページを見ていただきますとわかると思

います。そこの中で、考え方解説の中で、２番の規定ですね、２番の中小企業者というところの

規定ですが、この点で、私がちょっと違和感を覚えてますので、確認の意味でお伺いしたいと思

います。一人親方とか、一人の事業者、事業所というかどうかわかりませんけども、家内労働と

かいろいろありますよね。それから夫婦での営業者、または零細業者などは、いわゆる中小企業

として規定を考えているのかどうかというあたりです。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 今回の、この条例の中身の、中小企業の中には、いわゆる小規模事業者とい

う言い方をしてますけども、小規模事業者につきましては含まれております。中小企業基本法に

基づいての分野にもかかわってきますけれども、ちなみに製造業その他従業員数２０人以下、商

業、サービス業につきましては、従業員５人以下ということになっておりますが、以下でござい

ますので、そういう部分の中では、この中に含まれているということで、記述的には、解説にも

書いておりませんけれども、振興会議の中で議論をいただいた内容につきましては、もうあえて

小規模企業、事業者というものは明記しないと、中小企業の中に含まれているという位置づけに

しております。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） そうだというふうに思いますが、ぜひ圧倒的多数の方が零細業者だと思いますの

で、ぜひそれでわかりました。

二つ目の質問ですが、これは非常に気になる点なんです。これは私の理解度の問題もあります

けれども、９条で町民の理解と協力という項目があります。そこの規定の問題なんです。これは

５条の町の責務、６条の中小企業者の役割と努力、この規定でも表現がですね、努めるものとす

るということで、町民の規定も努めることはする、中小業者のところでも町の責務のところでも

努めるものとするということで、同列のような規定をしていることがちょっと気になるんです。

この点の論議はどういうことで、こうなったのか、深められたのかという点を課長に伺っておき

たいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 今の質問でございますけれども、一つの町としての責務という、区別化が、

ここでされているというふうに、件名でされているというふうに思ってます。その中で実際にど

ういうことなんかということにつきましては、それぞれが努めるものというくだりで、特にこれ
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で隔たりを持っているとかいう認識は全く私ども持っておりませんでしたので、件名的な部分で

きちっと区別化がされて、あくまでもこれは努力目標として、町民の皆さんには協力いただきた

いという意味合いで、特に、その議論についてはなかったというふうに思ってますし、私どもの

ほうもそれを、特に議論せずに受けとめたということでございます。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 概要はわかりましたが、私はちょっと気になってましたのは、現時点で、今言っ

た委員の皆さんや、担当課のほうでは、それなりの論議の到達があって、こういう表現になった

んだと思うんですが、私は気になっているのは現時点、その町民の皆さんの規定をね、協働でみ

んなやるんだと、いい町をつくるんだと、町民生活の向上に努めるんだということを言ってもね、

そういう土俵に、まだ乗ってない段階ではないかと、ここは非常に先ほどの論議がありましたが、

この条例の中身を、どれだけ皆さんに知らせていくかということが非常に大きいと、課題がある

なという話がありましたが、私がちょっと違和感というかね、持ったのは、そこのところなんで

す。微妙なんですけど。合意形成をどうつくるかというのは、非常に決定的に重要であるからこ

そ、この点をちょっと指摘をさせていただきました。

次に、三つ目の問題ですが、これ難しい問題で、あえて質問します。前文の中で、地域の特性

をという内容がずっと語られています。大変重要なことですけれども、そこで触れられているの

は、丹後機業にかかわる記述です。これはもちろん皆さんが、みんなご存じだと思いますが、あ

の大全盛期といいますか、何十年か前になりますが、全盛期の時代に非常に大きく栄えたという

ことだし、それなりの歴史が非常に大きな、伝統的な、偉大な産業だということと、また非常に

文化的な要素もあった産業だったと考えています。

もちろん、それが、今や衰退といいますか、非常に急激な悪化する中で大変になったわけです

けども、このことの、この地場産業、町の地場産業の教訓がしっかりと総括される必要があるん

ではないかというのが私の意見です。もっと言えば、こういう形で前文に載せられたわけですか

ら、どういう議論の過程があったのか、課長からお伺いしたいと思います。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。前文につきましては、本当に皆さんが再度継承すべきだ

という今ご指摘のとおり、そういう思いを持って町民の皆さんが、それぞれの立場で、今、与謝

野町の歴史といいますか、現況も含めて前段で知っていただいて、その後、それぞれの役割分担

を担っていく一つの大きな柱として、前段をみんなでつくったということですので、非常に重要

だというふうに思ってますし、その現状を実際、残念ですけども、基幹産業として成り立ってき

た織物業が、こういうことであるということも、当然、知っていただいた上で、そうならどうす

るんだという意味合いで、この条例の前文はそうしています。実際に中身の議論ですけれども、

中身の議論につきましては、１２９項目あります行動プログラムも、この条例作成とあわせまし

て、いろんな議論をしております。そういうことによって、新たな施策も平成２３年、２４年に

も、また新年度予算の中で議論していただいたらいいと思いますが、新たな政策も打ち出してい

こうという形で今、予算計上もさせていただく計画をしております。

そういった中で織物業でございますが９回、１０回ぐらいの部分で若手織物起業家が、名前は

申し上げませんけれども、何名かのグループが事前に現状と、過去と現状と、今後に向かっての
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思いというものを産業振興会議の中で述べていただきました。ほかの異業種の方についても、い

ろんな角度から、そういう形だったのかとか、いろんな質問もあった中で、情報を共有されまし

た。

提案としましては、申し上げるべきかどうかわかりませんけれども、大きくは二つ、いわゆる

人材不足ということは否めないということから、その部分は大きな課題として取り組むべきだと

いうことと。

もう一つは、いわゆる担い手をどう確保していくための取り組みをするべきかなということで

す。大きく、今はやりの言葉で言いますとマイスター、いわゆる名人たちを一堂に、もう一度会

すべきじゃないかと、その中で細かい議論をしていくべきではないかなということと。

それから、もう一つは、織物学校といいますか、そういうことも考えながら、人材の集約をし

ていくといいますか、固めながら、その中で異業種交流、いわゆるいろんな織物業界の、いろん

な流通部門がありますので、そのあたりの統一化、総合計画でいいます総合産地化について、も

っともっと議論するべきではないかということが、いろいろと議論されました。そのことについ

て、最終的に、こういう形で提案していこうというものは、今のところはございませんけれども、

それは一つの課題、項目として現在、新しい産業振興会議のほうに引き継いでいくという形につ

きましては、事務局のほうで把握しておりますので、その中でもう少し時間をかけて議論をして

いただきたいというふうに思っています。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） ぜひ、先ほど言いましたように前向きな今、協議といいますか、答弁があったん

で、繰り返すということはしませんけれども、私は非常に、この産業というのは、いろんな教訓

が秘められているというふうに思ってまして、これを逃す手はない。むしろ新しい町をつくって

いく上で、これはむしろ我々のよい面というか、生かせることがたくさんあるんではないかとい

うふうに、私はここ生まれでありませんから、皆さんほど精通しているわけではありませんけれ

ども、いろいろと見てきた経過からすると、そのように感じています。

最後に、四つ目の質問ですが、提言書の１ページの２番目に条例を検討する背景の文章があり

まして、５行目からずっと、いわゆる国の施策の問題、先ほど多田議員がおっしゃっていたとこ

ろです。どういうことかというと、地方自治体の責任において、中小企業振興策を積極的に進め

ることが求められており、平成１１年には中小企業基本法が改正され、地方自治体の中小企業施

策が努力義務から責務へと改正されましたとあります。この背景の一つですが、この背景自身が

一つですけれども、幾つかあって、これに関連しての質問をしたいと思っています。

私が気になるのは、現在、国の中小企業対策予算というのが、この１０年、２０年見ても最低

のところに落ち込んできています、国の予算が。依然として、民主党政権になりましても変わっ

ておりません。そこで、そういうもとで、この条例の、いうたらロマンというか、具体的な事業

を進めるに当たって、どういうふうに町としては考えているか。どういうことが懸念されるのか、

どういう工夫や知恵を出さねばならないかというところが非常に私、条件としては非常に厳しい

ものがあると言わざるを得んと思っています。この点での課長の認識をお伺いしたいと思ってい

ます。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。
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商工観光課長（太田 明） お答えいたします。法関係につきましては、議員、ご指摘のとおりでござい

まして、地方公共団体の責務という中で、私どもも、それを真摯に受けとめて推進していくとい

うことにつきましては、何ら異議はありませんし、そういう方向に進んでいかなければならない

というふうに思ってます。

しかしながら現実は、財政問題も含めて、いろんな部分で大変な状況にあります。非常にハー

ドルが高いというふうに思っております。とりわけ中小零細向けの、いろんな国の施策等につき

ましては、いわゆるすべてではございませんけれども、使いにくいなという部分は確かにござい

ます。大企業中心で事業規模も大きな規模での、いろんな施策はございますけれども、なかなか

末端、中小零細までに至っていないというふうには私自身も感じているところでございます。そ

れをどういうふうに解決していくかというと、非常にこれもハードルが高いわけですが、府なり、

もちろん町も含めてですが、そこのレベルで何とか補っていけるような施策を打っていたかなけ

ればならないということでありますけれども、財政も含めて非常に厳しい状況であります。

当然、国に向けて、また経済団体との連携の中で、国に向けての要望はしていかなければなら

ないと思いますが、いわゆる国レベルの中でも、小さな自治体にある零細企業が使いやすい施策

をどういうふうに構築していくかということが、私も、この作業の中での役割を担ってきました

一人としては、そういう認識で現在おりますし、これが一つでもクリアできるように引き続き取

り組んでいくということにつきましては、何ら気持ちは変わっていないということでございます。

議 長（井田義之） 伊藤議員。

７ 番（伊藤幸男） 時間がありませんから、もうちょっとだけ。

地域経済の疲弊が、これほどひどくなったのは、私は、中心に一つは交付税が激減させられた

ということと。もう一つは中小企業対策が非常に弱かったと、この問題でいうたら。今回の問題

でいえば、ここが非常に心配なんです。このことが、非常に決定的とも言える要因になるので、

もちろん新しい希望のある条例が、基本条例ができるわけですから、大いに期待はしているんで

すが、最後に町長、ご意見が、感想があればお聞かせ願えたらと思っています。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 大きな要因としては、そういうことがあろうかと思います。しかし、京都府のほ

うも中小企業対策という形で、新たな施策を考えておられるようですし、私自身どこまでどうな

のかということは、まだきっちり見ておりませんけれども、やはりそうした中で、できるだけこ

の地域が活性化できる方法を、やっぱりお互いに知恵を出し合って、やって取り組んでいく必要

があるというふうに思っております。

先ほども申し上げましたけれども、いよいよこれからでございます。そうした中で町民の皆さ

んも、また事業者も一緒になって、少しでもよくなるような施策を講じてまいりたいと思ってお

ります。

７ 番（伊藤幸男） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１４番、糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） それでは、１点だけお尋ねをしておきたいと思います。

その前に、今回、この基本条例が制定されることになりました。理念型の条例ということで、
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言うならば中小企業の、いわゆる振興するための大黒柱として制定されることについては、岡田

先生も大変評価されておりますし、私も特に申し上げることはないわけですけれども、１点だけ

ちょっと確認も含めてお尋ねをしておきたいというふうに思います。

今回の基本条例については、まず前文に、いわゆる中小企業の振興は、地域社会の発展に欠か

せないものであり、町民の生活を豊かにするものであるというふうにうたっておりまして、基本

方針として、やはり町民、事業者、経済団体、それから町の連携で一体となって推進するとなっ

ております。そして、この推進するために七つの施策を掲げられております。そして、この１条

の目的と、それから第４条の基本的施策の実施について、与謝野町の産業振興会議を設置すると、

こうなっておるわけなんです。

そこで、私がお尋ねしたいのは、産業振興会議の位置づけでございます。先ほどからの、けさ

からの町長の答弁やら、この振興会議での条文を見ておりますと、実施についての審議を行うた

めの会議だと、さらに会議において審議される施策に対して、その実現に向けて取り組むと、こ

ういうことになっておるわけです。ですから、これの振興会議の位置づけというのが諮問機関な

のか、町の。あるいは実施機関なのか、そこら辺が少しわかりにくいというふうに私は思うわけ

ですけども、これは諮問機関ならわかるんですよ。ですけれども、これを読んでおりますと、私

は諮問機関ではないような気がするんで、施策の執行機関といいますか、実施機関に位置づけさ

れておるのかなというふうに思うんですけれども、その辺はいかがでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 結論から申し上げますと、諮問機関でございます。いわゆる今、言われまし

た、その７項目も含め、その産業振興ビジョンにあります行動プログラム１２９項目の具現化に

向けて議論をしていくということです。ただ、その書きぶりとしまして、実施という部分も加え

てありますけれども、その中でみずからがプロジェクトチームをつくったり、今回みたいな形の

中でプロジェクトチームをつくったりして、新たな展開を、先ほど言いました織物業の関係で、

一つのグループをつくって、一つの目的に向かってやっていこうと、そういう動きも、この中で

していただくということも積極的にやっていただきたいと思いますし、それから、受けたものを

きちっと返していただく、いろんな意見を出していただくということも前段にはございます。メ

ンバーの中にも当然、各経済団体から、町長も言われましたけど中核人材を推薦なり、私どもの

ほうから逆指名もするかもわかりませんけれども、そういうメンバーの中で、それを持ち帰って

いただいて、組織としては動きませんけれども、そのメンバーが、それぞれの関係組織の中で動

いていただいて、それを実際に産業振興会議の中で具体的な企画、立案を提案いただくというこ

とについて審議していくということも、私のほうはぜひともやっていただきたい組織であるとい

うふうに認識をしておりますので、ちょっとわかりにくいですけれども、入り口としては、もう

１２９項目の行動プログラムの具現化を積極的に取り組んでいただきたいというふうには考えて

おります。

議 長（井田義之） 糸井議員。

１ ４ 番（糸井滿雄） 今、結論的には、諮問機関という答弁があったんですけども、この条文を見る限

り、あるいは、けさからの町長の答弁を聞く限り、諮問機関としては、ちょっと私には受け取れ

なかったと。いわゆるこの会議が、施策を推進していくんだと、あるいは町、あるいは町民、そ
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して事業者、経済団体、それらと一緒になって推進していくんだということで、そして、しかも、

これは実施に向けての、実現に向けて取り組んでいくというふうになっておりますので、私はち

ょっと、そこら辺のニュアンスが、イメージがわかないわけなんで、ですからお尋ねしておるわ

けですけれども、諮問機関なら、私はこういう諮問機関としての位置づけを明確にしとくべきで

はなかったかなというふうに思うんですけども、これではちょっと推進機関なのか、あるいは実

施機関なのか、諮問機関なのかということが不明確なので、なかなかわかりづらいので、もう少

し明確に示していただいたほうがよかったんではないかなというふうに私は思っておりますけれ

ども、そういうことで諮問機関なら諮問機関ということが明確になればいいわけなんですけれど

も、そういうことで再度、これは諮問機関だということの確認でよろしいですか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 私の認識が間違ってましたら、理事者のほうから答弁していただいたらと思

いますが、共通であると思いますので、諮問機関であるという認識で思っておりますし、そうい

う格好で進みたいと思います。ただ、先ほど言いましたように、具体的な取り組みの中でメンバ

ーがどう動いているかということについても、規則の中でうたいながら動いていただける体勢も

取りたいという気持ちがありますので、この１２９項目についての内容については、諮問機関と

して取り組んでいただきたいというふうに思いますし、あとの具体的な取り組みについては、そ

の組織の中の代表者として来ていただいている部分として、できることは取り組んでいただくと

いうことで、二本柱にはなりますけれども、取り組んでいただくことは積極的にお世話になりた

いなと思います。ですが、何回も言いますように、この項目について諮問をしておりますので、

具現化について取り組んでいただきたいですし、実際に動いていただけることもお願いしていき

たいというふうに思っています。

１ ４ 番（糸井滿雄） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありますか。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） それでは、まず第１０条に掲げてあります人材の確保及び育成の支援について質

問します。

既に答弁にありましたように、この条例の中に人材の育成等々が掲げられるということは大変

大事なことだと思っておりますが、さらに学校教育における点についても掲げられていることに

ついては、最初に見たときには非常にびっくりしまして、すごい内容になってるなというふうに

受けとめました。そこで教育長にお伺いしますが、この１０条の、特に第２項に対して、教育長

としてどのように受けとめられて、今後、進められていくのか。既に学校教育の中では、ここに

書いてあります職業に関する体験の機会等々、いろんな形で今は取り組まれている状況があると

いうふうには思っていますが、とりわけそのほか必要な施策を講じるという点で、何か受けとめ

の考えについてお伺いをいたします。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） お答えします。現在、学校では、いわゆるキャリア教育という名のもとに、小学

校、それから中学校、そして高等学校、これは日本の学校教育の大きな課題であり、柱の一つで

ございます。したがいまして、それぞれの学年に応じた職業に関した勉強、それから、勤労体験
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等を推進しているところでございます。特に所管しています私どもにしますと、中学校で、２年

生でございますけれど、各事業所のご協力を得まして、職業体験活動を実施しております。たっ

た３日ですので、もう少し知っていくには時間が、日数がふえてもいいというふうに私自身は思

いますけれど、これも受け入れをしていただきます事業所等の問題もございますので、いたし方

がないかと、そのように思っております。いずれにしましても、キャリア教育が非常に重視され

てきているのは現状でございます。私が現職のときに、全国の校長協会のほうから経団連、日商、

それから、もう一つありますね、それらに、高校生の求人を要請に行くわけでございますけれど、

その中で団体のほうから指摘されましたことが大体、高校を卒業をした生徒で３年以内に離職す

るのが半数以上であるという、そんなことが指摘されまして、改めて、私の職業教育、あるいは

勤労感の養成といいますか、取り組んでいかなければならないことを意識させられたということ

がございます。

いずれにしましても、我々が社会の構成員として、そして、いかに社会に貢献していくかとい

うことは、いずれにしましても仕事を通じて行うことでございますので、それぞれの勤労観、そ

れから職業感というものは、しっかりと持たせる必要があると私自身は考えております。重ねて、

今まで中学生の体験活動に対しまして、ご協力いただきました各事業所、それから個人の事業の

方々に改めて感謝申し上げ、今後とも一つよろしくお願いしたいと思っております。以上です。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） ありがとうございます。それでは次に、第３条の基本方針の中で、あとのほうに、

その特性に応じた総合的な施策を町民、事業者、経済団体など及び町の連携のもと一体となって

推進することを基本とするとあります。それからまた、第５条、町の責務の第２項では、町は工

事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行に留意しつつ、中小企業者の

受注機会の増大に努めるものとするとあります。

この点にかんがみ、まだ、提案段階ではありますが、一般質問の中で公契約条例と入札制度に

ついて質問をさせていただきました。その最後の部分について、時間オーバーということで議長

の判断で答弁がいただけませんでした。この条例の審議があるということでございましたので、

この中で改めて質問をさせていただきます。そのときの答弁でも、先ほどからあります産業振興

会議だけの議論ではなくて、さらにネットワークを広げた、先ほど言いました連携のもとに取り

組んでいくという、そういう答弁がありまして、改めてさらに幅広げていろんな意見を聞きなが

ら取り組まれるのだなというふうに思いました。

それで、今回の今、入札の制度、いわゆる事前公開に基づいて、いろんな問題が指摘をされて

いる、課題が生まれているというふうに思っているわけですが、こういう課題について、もちろ

ん、これは地域経済の大きな課題なんですけども、いわゆる連携して、その課題に取り組んでい

くということに、この産業振興条例ではなっていくだろうというふうに思っています。その答弁

の中で、最後に今、建設業者の団体の中で、この入札の制度そのものを検討し、意見をいただけ

るような団体ということでは、くくるのが大変難しいという副町長の答弁がありました。そうい

う意味でお聞きしたいのは、現状で、そうであるならば、この振興条例と、それに基づく、取り

組みたいという姿勢から見れば、その課題についてネットワークを広げて、みんなで話し合いな

がら、この課題を見つけていく、施策を決めていく、こういう取り組みが必要、この条例からい
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えば、求められているんだろうというふうに思っています。その中で指摘しましたが、事前公開、

ほかの分野、どの分野でも事前公開するということは、いろんな問題が明らかになって難しい新

たな課題が生まれるというのが当たり前なんで、それは行政だけで解決すれば、今度は反対にさ

らに難しくなるというのが、いろんな事例の経過だろうと思っていますので、その問題の関係者

が、こういう条例の趣旨に基づいて連携して、そして話し合って課題解決するということが、本

来、この条例のとおり、一番解決を乗り越えていく力になるというふうに思っていますので、そ

の辺の取り組み方、条例に基づいた取り組み方について、まず、副町長にお聞きをいたします。

議 長（井田義之） 堀口副町長。

副 町 長（堀口卓也） 基本条例第５条、町の責務の第２項に関連したご質問をいただきました。現状を

申し上げますと、一般質問の答弁とも一部重複をいたしますが、まず工事の発注におきましては、

一部の特殊工事を除いて、ほとんどの工事は町内業者に発注をいたしております。それから、物

品につきましては、指名業者の制度がございませんけども、これまた、町内業者を最優先にして

調達を図っております。従来のことを考えますと、いわゆる公共工事は大幅に減っておる現状が

ございます。このあと町の公共工事の状況を考えましても、年々、大型の公共工事は減っていく

中で、中小企業者の受注機会については、どんどん減っていく方向にあると思います。

こんな中で、今、議員のご指摘にもありましたように、そういった業界の状況がある中で、じ

ゃあどうするんだということで、業界としても一定の思いを集約していただきたいということは、

せんだっても申し上げました。そして、一定の集約が図られるということであれば、そういった

業界の思いにつきましては、意見交換をさせていただくことは大いに意義があることだろうとい

うふうに思っております。工事の関係、町内業者で地域循環型経済を構築していただくという意

味でいいますと、これまた、答弁の中でお答えさせていただいてましたけども、例えば、下請の

問題についても業界として考えていただかないかん問題もあろうかと思いますので、そういった

課題も含めて、お互いに意見交換ができれば、この条例の実行ある推進にも大きな意味があるも

のだというふうに思っております。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） 最後に意見交換できればということで答弁いただいたんですが、そのために町と

して、先ほど言いましたように答弁では、それができる業界のくくりが難しいという答弁が前回

いただいていると思うんですね。そうであれば、それができるネットワーク等々も含めて、積極

的に、そういう機会が持てるように検討され、そして取り組んでいくという、そういう受けとめ

でよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 堀口副町長。

副 町 長（堀口卓也） 私の認識では答弁でお答えいたしましたように、町内で建設業者、建設土木、下

水とか、いろいろありますけども、そういった業界で大同団結した組織はないように認識をいた

しております。

例えば、宮津建設業界であるとか、そういった組織もありますけども、町内の業者の方に限っ

て申し上げますと、非常に加入率が低い状況がありますし、それから商工会の建設部会なんかも

ありますけども、これまた、多くの業者が、その部会に加入をされているという状況ではないと

いうふうに、私は認識をいたしております。できますれば、そういった状況から一歩進んでいた
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だいて、業界で大同団結をしていただくような組織化ができれば、していただければ非常に町と

しても、いろんな窓口としてご意見を伺うこともできますので、非常にありがたいというふうに

思っております。

議 長（井田義之） 野村議員。

１ 番（野村生八） これ以上、繰り返しになるようなので申しませんが、今、私が求めている内容と

いうのは、もう一つの公契約条例があるからといいますか、そこが非常に大事という意味で指摘

をしております。この振興条例で町内業者の受注機会への増大、そして、町内での経済の循環、

このことが地域経済を支える上でも、町を元気にするための中小業者の営業を支える上でも非常

に大事だということを明確にうたっています。このことを入札制度の中で貫いていくためには、

いわゆる下請における町外業者ではなくて、町内業者が受注機会がふやせる、そういう入札制度

を貫く、あるいはほかの面でも町内の、この条例に基づく業者を育成するという明確な形で進め

る、そういう入札制度にするためには、これはやはり、この中小企業振興基本条例だけでは難し

いのではないか。これは公契約条例が必要ではないかと、それに基づいた、先ほどのネットワー

ク等々での課題の取り組みにならないと、これはいろんな問題がさらに広がるというふうに理解

をしております。

町長が答弁で、この条例が産業振興施策の根拠になるということを答弁されましたが、そうい

う意味で入札制度が、さらに努力されてきているのは何遍も聞いていますし、私もそう思ってい

ますが、さらに今の課題を乗り越えて前へ進んでいく上でも、この公契約条例というのが根拠に

なるというふうに思っています。これについては町長にお伺いしたいと思いますが、この公契約

条例について、最後に、いわゆる振興会議にぜひ諮っていただきたいという質問だったわけです

が、この点についてはいかがでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 公契約条例につきましても、まだまだちょっと調査、研究しなければならない部

分がございます。そうした中身も含める中で、そういうことが必要とあらば、当然、産業振興会

議に諮っていくということもあろうかと思いますが、まだ、その公契約条例につきましても、私

自身も少し、本当にそれで公平性が保てるのかちょっと心配なところもございますので、それら

も、もう少し研究させていただきたいというふうに思います。

１ 番（野村生八） 終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１０番、山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） それでは、いただいている提言書に基づきまして、１点のみにわたりまして、質

疑を行いたいと思います。

まず、３ページにあります前文の第５段落目なんですけれども、この文末に経済活力が地域内

循環する産業振興を図るとともに、生きがいからの財の獲得にも努めなければならないという文

言がございます。この前文の地域内循環するという理念を反映された条文には、例えば第６条の

第４項、第８条の第２項、第９条の第２項におきまして、それぞれ町内において生産、製造、ま

たは加工される製品、並びに町内において提供される役務の利用に努めるものとするというふう

に条文に反映をされてあります。
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一方で、枠外からの財の獲得にも努めなければならないという文言を条文に反映した、条文に

はなっていないのではないかと思うんですけれども、これについてどのように解釈をさせていた

だいたらよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） お答えいたします。今、山添議員言われたとおりの意味合いで構成されてお

りまして、さらには私の聞き違いかわかりませんけれども、域外からの財の確保にも努めなけれ

ばならないということも含めて、確かに地域循環型という柱の中で、最終的に、最終の究極とし

ましては町民の生活の向上を図っていくということが、この条例の最終の到達点でございますの

で、その中であるんだけれども、その努力の中であるんだけれども、その役割として地域外の財

の確保にも努めなければならないという意味合いもきちっとうたっておりますので、私のほうと

しては、前文の下から６行目にうたっておりますので、今、山添議員が言われました内容は、包

含して、この条例に付しているというふうに思っておりますが、前文で。

議 長（井田義之） 山添議員

１ ０ 番（山添藤真） そのとおり、前文に経済活力が地域内循環する産業振興を図るとともに、域外か

らの財の獲得にも努めなければならないというふうにうたってあるんですが、この地域内循環す

るという理念を反映をしている条例ですよね、条文。

例えば、第６条の４項、中小企業者は町内におけるほかの事業者及び経済団体等との連携を努

めるとともに、町内において生産、製造、または加工される製品、並びに町内において提供され

る役務の利用に努めるものとするというふうにうたってあるんですが、この前文の域外からの財

の獲得にも努めなければならないに対応した条文が見受けられないというふうに思うんですが、

これをどのように解釈をしたらよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 町内の事業者の方が、町外へ物を売っていくという、それによって得る利益は町

内へ返ってくるわけですから、それがまた、この地域を豊かにする財源になっていくという、そ

ういう意味でございます。

議 長（井田義之） 山添議員。

１ ０ 番（山添藤真） この提言書の１５ページの上段に地域循環経済という枠がありまして、三つに渡

って産業振興会議の中で述べられた意見について集約をされています。この中で地域内循環や地

産地消の考えが理念として盛り込まれているが、外貨の獲得や外への情報発信、販売等、内だけ

ではなく外の力が必要なのではないかというようなご意見が出されていると思うんですが、この

ご意見などに対応している条文だとは思っているんですが、具体的に、どのように条文を見させ

ていただいたらよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 町長も少し触れられましたけれども、この条文の中で議員ご指摘の部分が具

体的に挙がってないのは、私もそういうふうに、ぱっと見た瞬間には、そういうふうに受けとめ

れないのは、そういう条文になっているというふうには思いますが、あくまでも、この条文の中

では地域内循環ということを優先して、まちづくりをやっていこうという、経済の活性化を図っ

ていこうということが基本理念でございます。
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しかしながら、役割分担の中で町長、申し上げましたように、外貨を獲得していく立場の事業

主さんなりが、当然あるわけですから、そういう中で役割分担を担っていただきますようお願い

したいという部分を含めて総括的な条文として受けとめていただければありがたいなというふう

に思います。

１ ０ 番（山添藤真） 以上です。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

１３番、赤松議員。

１ ３ 番（赤松孝一） それでは、ただいま上程の中小企業基本条例の制定につきまして質問いたします。

まず、この基本条例を読ませていただきまして、私、個人的には、名前を変えれば郷土愛条例

かなと、いわゆる自分たちの町を自分たちで守ろう、つくろう、生活を楽しくしよう、基本的に

は名前は中小企業になっていますが、みんなで町を愛しましょうということではないかなという

ふうに思うんですが、しかし、その中で特に、いわゆる業者の役割が非常に大きいということが

うたってあるんだろうというふうに理解をしています。

そういった中で、これが、ちょっと心配する点が、この条例ができました。その後、町の責務

といったものがどのように遂行されるのかという点に一つの心配を見るわけです。産業振興会議

が諮問機関であり、そこに、ややもすると丸投げされないかと、先ほど答弁で、ここで企画立案

も、また動くこともお願いしたいというふうにおっしゃっていましたが、町としての、この基本

的な基本政策を発表せずに、この産業振興会議に丸投げされる可能性があるならと、と申します

のは、産業振興会議では、それが受け入れるだけのものができるかどうかというのが、この条例

が、いわゆる当然、商工観光、また教育委員会、また農林、また働く人の環境づくりの福祉、保

健、ほとんどの町のまちづくりにかかわっていることでありまして、やはりこれは町の中で、あ

る程度一定の産業振興会議へ諮問を出す、諮問内容ですね、基本政策をある程度つくられないと、

ただ単に産業振興会議を設置して、第二次の産業振興会議ができると思うんです。そこに、いわ

ゆるすべてを丸投げされるということが非常に懸念されるわけです。この点につきましては、ど

のような見解でしょうか。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） この条例そのものが、先ほどおっしゃったように、町の責務、あるいは、それぞ

れの役割が挙げてあります。そして、その中でも基本的に取り組むべき方針というものが掲げて

あります。それに基づいて、一定の産業振興ビジョンの中には、皆さんで、ある程度決めていた

だいた、そういったプログラムが挙げてあります。ですから、やはりそれらをどう具現化してい

くかというところでは、当然、町としてはある程度のイニシアチブをとって、公的諮問機関でご

ざいますので、それらに対して、こういう進め方をしたいというものは、やっぱり提示していく

必要があろうかと思いますし、その中で十分ご議論いただいて、こういうものをもっと優先順位

に挙げてやるべきだとか、そういったご意見も当然いただく形になろうかというふうに思ってお

ります。

全くここに挙がってない中で、これは必要だと思えるようなものについては、直接のことを諮

問するという、そうした段取りも当然あろうかと思いますし、そういった形での進め方をしてい

きたいというふうに考えております。
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議 長（井田義之） 赤松議員。

１ ３ 番（赤松孝一） 安心しました。ぜひとも町の方で、町の内部で、町のまちづくり本部会で一定の

原案をつくられまして、それを産業振興会議のほうに諮問していただくというような形でお世話

になりたいものだというふうに思います。

それで、今回、当初予算には予算はついていませんが、町長の説明の中で提案する中で、この

与謝野町中小企業振興基本条例の理念をベースに、産業振興ビジョンを具現化する事業なども引

き続き産業振興会議でご議論いただく考えでおり、それらにつきましては、補正予算等で検討し

ていきたいというふうな発言をいただいたわけですが、これ実際に、これからどのような形で補

正がつき、また、どのようなことを今後、当面の課題としまして考えておられるのか、質問いた

します。

議 長（井田義之） 太田商工観光課長。

商工観光課長（太田 明） 具体的な施策といたしましては、既にきょうまで２年間の間に、一々申し上

げませんけれども、もちろん議員の皆さんのご理解、要望も含めながら、いろいろとトータル的

な中で議論をし、新たな施策、並びに施策の充実はやってきたつもりでございますし、平成

２４年の当初予算の中にも、施策の充実も入っておりますし、新たな金融施策についても組み込

んでおりますということで、一定の整理はしながら、予算計上をしておりますけれども、町長の

思いとしましては、答弁の思いとしましては、今後も、本来ですと政策等につきましては、当初

予算で上げていくものだと私も理解しておりますけれども、そういう中で必要とあるものについ

ては、財源も必要になってきますけれども、いろんな角度から京都府等の支援をいただきながら、

何らかの形で町独自の支援策も考えていきますし、また、京都府の制度を使った中で、地域経済

活性化の一翼を担うような方向に誘導できるなら、誘導していくという思いを込めて進めていき

たいというふうに思っておりますし、今後の取り組みについて、具体的なものについては、今の

ところ方向性としては見出しておりませんけど、ただ一つ言えますのは、先ほども言いましたよ

うに地域循環型経済を構築していくという思いの中で、いろんな、それに到達できるような施策

は平素から考えていかなければならないと、行政もそういう思いで取り組んでいますし、商工会

もそういう投げかけ方をしながら、また、この会議の中でも議論をしていくということは進めて

いかなければならないというふうに思っています。

議 長（井田義之） 赤松議員。

１ ３ 番（赤松孝一） もう一つ、姿が見えてこなかったんですけど、わかりましたです。

次に、やはりこういった条例が、全国でも今、ブームといいますか、できてますが、この背景

としましては、やはりきょうまで日本の経済が大企業依存であったと、そして大企業にばかり目

がいっていたと、ところが実際にリーマンショック、オイルショック、いろいろな為替の問題

等々で、大企業が非常に思わぬ力が弱まったと、きょうまで大企業依存で潤った町が、一大企業

がつぶれると町がつぶれるというふうな、非常に大企業依存度が高かったというところから、国

のほうも反省をしまして、今になると中小企業は国家の財産だと、このようなことをおっしゃっ

ているわけなんですが、実際に与謝野町、本町を見渡しますと、中小企業と呼べる企業がない。

零細家内企業、業者というのが実情でありまして、いわゆる政府レベルで考えている中小企業と

いうネーミングと、実際に町内にある業者とでは随分と距離感があるという中で、こういった、
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名前は中小企業という名前を使ってあります。私はやはり郷土愛を、みんなで町を守ろうという

条例だと思う。そこでやはり一番何がそこで、いわゆる必要かといいますとマンパワーですね、

人です。やっぱり一般質問、町長も町の活性化の礎は人であるという答弁をいただきましたが、

私も全くそうだと思っている。したがって、今後、本町から、やはり先ほどの教育等を受けられ

まして、また町外で十分なしっかりした知識や経験、勉学に励んでいただいて、それを本町に生

かしていただく。やはり次の世代のマンパワーを、今育てないと、いわゆる人口減少の中で、こ

の町は埋没すると思っています。

したがって、今回の、この条例の中、特にそういった部分には大きな重点を置いていただきた

い、目先の、いわゆる零細企業の、当然、応援も必要ですが、やはりその先を見たところに大き

な課題を持っていってほしいと、こんなふうに思っています。

そこで、町長に、まず１点お尋ねするんですが、しつこいようなんで申しわけないんですが、

私、こういった中で特に、いわゆる今、問題になっています空き家ですね、これ全国の自治体で

は空き家条例をどんどんとつくっています。今、これ全国的な問題になっています。一番最初に

浪江議員が、この空き家問題に対して調査をということを質問されました。私も去年の９月議会

でお願いしました。この空き家問題は、先ほどの公契約条例も、私も大切だと思っています。こ

ういった空き家条例、公契約条例、こういったものは産業振興会議に諮問するまでもなく、町独

自である程度、こういったものを見定めて、今後の地域の活力をつくる、ほんの一つの柱かもわ

かりませんが、そういった柱を立ち上げていかないと家は建ちませんので、ぜひとも、この空き

家条例につきまして、また、空き家の条例とまでいかなくても、今、現況の実態調査ぐらいには

乗り出していただきたいと、こんなふうに、この振興条例に合わせて質問をいたすところでござ

います。よろしくお願いいたします。

議 長（井田義之） 太田町長。

町 長（太田貴美） 多くの議員さん、また町内の中からも、そうした空き家についての質問や要望が

出ております。どういった形でできるか、少しその辺も整理させていただきたいと思いますが、

実態を知るという意味では、そうしたことにも、町だけでできるのか、それこそ町民の皆さんの

お世話になってできるのか、そういうやり方も含めて少し検討させていただきたいと思います。

１ ３ 番（赤松孝一） 以上で終わります。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） これにて質疑を終結します。

これより討論に入ります。討論ありませんか。

まず最初に、反対討論ありませんか。

次に、賛成討論ありませんか

５番、塩見議員。

５ 番（塩見 晋） 私は、議案第２３号 与謝野町中小企業振興基本条例について、賛成の討論をい

たします。

中小企業振興基本条例については、一昨年４月の町長選挙の、取り組みたい重点課題の中の施

策でもあります。私も産業の振興については、何とかしなければならないと常日ごろより考えて
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おり、平成２２年１１月より実動した産業振興会議に注目をしてきました。

また、同年１２月の一般質問では、与謝野町産業振興会議にかけられる町長の思いや、条例制

定の時期などを町長に問いました。産業振興会議で議論を尽くし、町民の理解を得て、早期に実

現したいとの答弁もいただいておりました。あれから１５カ月、いよいよ振興条例が今、採決さ

れようとしています。本年１月に町長に答申された産業振興会議の提言書は、その会議の中に条

例制定に向けたプロジェクトチームを設置し、全体会議も含めて２３回の会議を重ね、また、こ

のほかにも商工団体や農林団体、金融機関、経済団体などへの説明や意見交換もされて、まとめ

られたと聞いております。

中小企業憲章が平成２２年６月１８日の閣議において決定され、冒頭には中小企業は経済を牽

引する力であり、社会の主役であると記されています。また、憲章の基本理念の中には、中小企

業は経済や暮らしを支え牽引する。また、中小企業は社会の主役として地域社会と住民生活に貢

献し、伝統技能や文化の承継に重要な機能を果たす。そして、小規模企業の多くは家族経営形態

をとり、地域社会の安定をもたらすとも記されています。

与謝野町の商工業の振興計画については、平成２０年に第一次与謝野町総合計画で地域内にお

ける循環経済の構築などが施策方針の中に記されています。

平成２２年３月には、与謝野町産業振興ビジョンが策定され、その中に与謝野町の産業振興を

実現するために、与謝野町産業振興条例の制定を検討しますと記されております。本条例は、中

小企業や経済団体の振興にかかわる考え方を示す理念型の条例であり、その前文に示すとおり、

今後、人口減少、超高齢化社会と経済のグローバル化など、社会構造が大きく変化する中で、持

続可能なまちづくりを進めていくために、中小企業の役割と重要性について町民、事業者、経済

団体、そして町が共通認識を持ち、協働して取り組んで産業と経済を発展させ、住民生活の向上

を大きな目的としてします。

会議のアドバイザーを務めていただいた京都大学大学院の岡田知弘教授のコメントにもありま

すように、与謝野町の産業特性を生かして、農業をはじめ商工業以外の経済団体にも自主的な努

力と地域社会へ貢献すること求めています。また、第１０条の人材の確保と教育の支援では、教

育分野にも中小企業の協力を求めていて、極めて先進的なものであります。条例制定後に設置さ

れ、条例の推進役となる与謝野町産業振興会議において、産業振興ビジョンに掲げた１２９項目

を精査して、新に必要な施策の具現化に早急に取り組んでいただきたいと思います。また、町政

の執行に当たられる職員の皆さんが、地域振興のために条例の理念をしっかり確立して、強いリ

ーダーシップと責務を自覚して、早期に第４条の基本的施策７項目に取り組んでいただきますよ

う期待をして、中小企業振興基本条例の賛成討論といたします。以上。

議 長（井田義之） 次に、反対討論はありませんか。

次に、賛成討論はありませんか。

１番、野村議員。

１ 番（野村生八） 与謝野町中小企業振興基本条例の制定についての採決に当たり、日本共産党与謝

野町議員団を代表して、賛成討論を行います。

待ちに待った条例の提案であり、大変うれしく思っております。条例制定に取り組まれた振興

会議の皆さんや関係者、団体の皆さん、行政の皆さんに敬意を表明します。この条例案は、京都
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府下でも初めてとなりますし、その内容も全国の先進の条例です。その特徴は、まず、その取り

組みの過程が総合計画、産業振興ビジョン策定、そして、産業振興会議を通じて、多くの関係者

や一般町民が参加し、また、懇談会を持ち、多くの意見を聞きながら作成をされたことです。そ

の中で担当課長や職員が、先進事業をしっかりと学び、振興会議に情報提供をしたことが評価を

されています。このことは今後のすべての行政運営における教訓にすべきだと考えています。今

後も振興会議において、産業施策を検討していく内容になっています。行政が全国の産業施策の

取り組みをしっかりと学び、また、町内の業者、団体の状況をしっかりと把握し、産業振興会議

に情報提供することが、与謝野町の産業施策を前進させる力になります。期待をしています。

また、この条例の対象が農業者を含めた中小業者を基本としながら、ビジョンに示された福祉

をはじめすべての産業、大企業者を含めた全業者であることは大きな特徴であると思います。ま

た、産業振興のかなめも、また人材にあります。この点でも、条例に人材の確保及び育成の支援

を掲げ、とりわけ学校教育の中での取り組みを明記しています。あらゆる人の力を生かすととも

に、失敗を恐れずに、ともに助け合いながら課題に挑戦し、創造性を発揮する人材を育てること

が産業を元気にする人材育成だと考えています。

ほかにも多くの先進的な内容を持った本条例案は、町の産業の柱を打ち立て、今後の産業施策

の根拠を示し、それを進める人を育て、町民生活の向上を目指す条例として、先進的な内容を十

分持っており賛成をするものです。今後の取り組みへの期待も表明し賛成討論とします。

議 長（井田義之） これにて討論を終結します。

これより、議案第２３号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２３号 与謝野町中小企業振興基本条例の制定については、原案のとおり可決

することに決定しました。

ここで暫時休憩をいたします。午後４時２５分まで休憩いたします。

（休憩 午後 ４時１２分）

（再開 午後 ４時２５分）

議 長（井田義之） 休憩を閉じ、本会議を再開します。

次に、日程第７ 議案第２４号 与謝野町産業振興事業貸付基金条例の一部改正についてを議

題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論を省略し採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、これより議案第２４号を採決します。
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本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２４号 与謝野町産業振興事業貸付基金条例の一部改正については、原案のと

おり可決することに決定しました。

次に、日程第８ 議案第２５号 与謝野町立公民館条例の一部改正についてを議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論を省略し採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、議案第２５号を採決します。

本案については、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２５号 与謝野町立公民館条例の一部改正については、原案のとおり可決する

ことに決定しました。

次に、日程第９ 議案第２６号 与謝野町宮津市中学校組合と与謝野町との間の学校給食に係

る事務の委託についてを議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに質疑に入ります。

質疑ありませんか。

２番、和田議員。

２ 番（和田裕之） 失礼します。それでは、議案第２５号について、ちょっと質問させていただき

たいと思います。いよいよ橋中の給食が実施されるということで、この規約が出されたわけです

が、何点か質問したいと思います。よろしくお願いします。

まず１点目ですけども、与謝野町及び与謝野町宮津市学校組合における学校給食の共同処理、

これを行うための事務委託の管理、執行を与謝野町に委託すると、こういうふうな内容で理解を

しておりますが、事務委託ということで、当町の条例とか施行規則、これの改正は必要ないとい

うことで理解させてもらったらよろしいでしょうか。

議 長（井田義之） 和田教育次長。

教育次長（和田 茂） ご質問にお答えをいたします。ただいまの質問は、この委託を受けることによっ

て、町のほうの条例とか規則等を改正する必要がないかというご質問だというふうに思っており

ます。これにつきましては、委託を受けるために、この規約をお互い設けまして、それぞれの議

会に諮って承認をいただくということになりますので、この規約の中にも、その運営、管理執行

の方法については、乙の条例規則に定めるところによるというふうに明記をいたしております。

これは与謝野町のことでございますけども、この規約を定めて事務の委託を受けますので、直接、
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与謝野町のほうの条例なり施行規則を改正する必要はないという理解でおります。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ありがとうございます。わかりました。

次の質問なんですが、給食費ですね、これに関しまして、単純に平成２３年度５月１日ですか、

これの生徒さん３０５名がふえるということで理解をしておるんですが、おおよそ年間でいいま

すと１，６００万円程度ですか、これを当町にいただくといいますか、交付していただくという

ことの理解でよろしいんでしょうか。

議 長（井田義之） 和田教育次長。

教育次長（和田 茂） お答えをいたします。今、議員さんがおっしゃいましたとおり、橋立中学校の生

徒、これが、この規約に書いてありますように前年度の５月１日現在、今度は２４年度からとい

うことになりますので、２３年５月１日現在の在籍児童数で負担金の徴収割合を決めるというこ

とになっております。

したがいまして、その割合といたしましては、先ほど３０５名というふうにおっしゃいました

けど、それは２４年度、２４年５月１日現在で申しわけないんですけども、２３年５月１日現在

は橋中は３０９名ということになっております。給食を実施しております与謝野町の岩滝小学校

と、それから岩滝幼稚園を除きます小・中学校と幼稚園の給食実施数と、それから、この橋立中

の３０９名の生徒の給食といいますか、在籍数を足しますと１，９７７名ということになります。

分母が１，９７７名で分子が３０９名ということで割合を、２４年度の場合は出させていただき

まして、先ほど議員さんがおっしゃっていただきましたように約１，６００万円強ぐらいの負担

を橋立中学校のほうからいただくというふうな予定で、現在のところはおります。以上でござい

ます。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ありがとうございます。３０９名ということになるんでしょうけども、ふえる

ということで、その人数分をつくっていただく方がご苦労していただくということなんでしょう

が、財政的にといいますか、例えば、人件費、人がふえるとかだったりとか、そのようなところ

はどういうふうな形になるんでしょうか、お願いします。

議 長（井田義之） 和田教育次長。

教育次長（和田 茂） お答えをします。

先ほどの質問、人員的な配置等、これまでと変わるのかという質問だというふうに思っており

ますけれども、配送車を１台、今回、橋立中学校の給食を実施する関係で、購入をさせていただ

きました。それの運転手の方も募集をして、現在トレーニングをしていただいているというふう

なに状況ですし、その配送車に運転手さんお一人では大変ですので、補助員ということで、これ

は調理のお手伝いもしていただくような形でパートをといいますか、臨時的に雇用をさせていた

だくというふうなことも考えておりまして、橋立中学校の給食を実施するために、２名程度の職

員さんを、臨時ですけども、４月１日からお世話になって、運営に支障がないように見させてい

ただきたいというふうに考えております。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ２名程度ということで理解させていただきました。
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最後の質問なんですが、学校給食法ですね、これで食育、これは重視されており、当町でも重

視されているということに理解させていただいておるんですが、この食育には食の安全とか安心

というものがございます。私が心配しておりますのは、近年の放射能汚染の影響で、ことしの

１月の末でしたか、産経新聞のほうの記事でございましたけれども、全国というか、給食がある

のにお弁当を持っていかれるという許可ですね、される自治体が東京に限らず福島、宮城、岩手、

茨城、そしてまた、沖縄のほうでも要望が出ているというふうにお聞きしているんですが、当町

では不安の声、保護者の方々からの、そういうような要望とか、そういうのはお聞きされておる

んでしょうか。お願いします。

議 長（井田義之） 垣中教育長。

教 育 長（垣中 均） お答えします。そのような声は、現在のところお聞きしておりません。それから、

なお、それらの問題につきましては、地産を地消しているものにつきましては別でございますけ

ど、その他のものにつきましては、学校給食会を通じて購入しておりますので、せんだっても学

校給食会のほうから、放射能のことにつきましては、万全に期しておるということの文書は参っ

ておりましたので、我々は、それを信頼して給食を供しているところです。以上です。

議 長（井田義之） 和田議員。

２ 番（和田裕之） ありがとうございます。食材の産地を各校で掲示したりだとか、放射能測定器、

これを使った調査といいますか、実施されとる自治体もあるようで、先ほど教育長のほうからお

話ございますように、当町では、お米は丹後コシヒカリを使用されており、また、牛乳において

は京丹後市のほうからということで、野菜とか他の食材も、できるだけ近隣市町村からというこ

とでお聞きをいたしております。こういうことが全国的というか、こういう不安もあるようなこ

とでございますので、食の安全という意味でも、子供たちに安全な給食を提供できるように、よ

ろしくお願いいたしまして、質問を終わらせていただきます。ありがとうございます。

議 長（井田義之） ほかに質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論を省略し採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認めます。

これより議案第２６号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２６号 与謝野町宮津市中学校組合と与謝野町との間の学校給食に係る事務の

委託については、原案のとおり可決することに決定しました。

次に、日程第１０ 議案第２７号 町道路線の廃止について及び日程第１１ 議案第２８号

町道路線の認定について、以上２件を一括議題とします。

本案についても、既に提案理由の説明は終わっておりますので、直ちに一括質疑に入ります。
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質疑ありませんか。

（「なし」の声あり）

議 長（井田義之） 質疑なしと認め、これにて質疑を終結します。

討論を省略し採決を行いたいと思います。

ご異議ありませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認め、これより採決を行います。

まず、議案第２７号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２７号 町道路線の廃止については、原案のとおり可決することに決定しまし

た。

次に、議案第２８号を採決します。

本案について、原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立全員）

議 長（井田義之） 起立全員であります。

よって、議案第２８号 町道路線の認定については、原案のとおり可決することに決定しまし

た。

お諮りいたします。本日の会議は、この程度にとどめ延会したいと思いますが、ご異議ありま

せんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長（井田義之） ご異議なしと認めます。

本日は、これにて延会することに決定しました。

この続きは、あす３月１４日、午前９時３０分から開議しますので、ご参集願います。

お疲れさまでした。

（延会 午後 ４時３９分）


